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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1) 最近５連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移

回次 第154期 第155期 第156期 第157期 第158期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (百万円) 120,095 120,637 130,985 152,297 166,398

経常利益 (百万円) 2,475 2,632 2,923 3,743 3,917

当期純利益 (百万円) 1,362 1,432 1,600 2,063 1,943

純資産額 (百万円) 26,740 27,656 30,340 31,374 31,350

総資産額 (百万円) 64,644 65,548 70,956 76,010 81,595

１株当たり純資産額 (円) 768.16 795.37 873.50 904.38 904.64

１株当たり当期純利益 (円) 37.66 39.78 44.52 59.55 56.14

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 41.4 42.2 42.7 41.2 38.4

自己資本利益率 (％) 5.3 5.3 5.5 6.7 6.2

株価収益率 (倍) 14.8 16.8 18.5 12.8 9.9

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 4,269 △1,710 1,442 583 6,577

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △20 △847 △222 △95 446

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △395 △506 △516 △564 △727

現金及び現金同等物

の期末残高
(百万円) 14,884 11,806 12,576 12,506 18,782

従業員数 (名) 862 827 812 826 832

　（注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　従業員数は、就業人員数を表示しております。

４　平成19年３月期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号　平成17年12

月９日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８

号　平成17年12月９日）を適用しております。
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(2) 提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移

回次 第154期 第155期 第156期 第157期 第158期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (百万円) 114,304 113,949 122,741 143,344 157,710

経常利益 (百万円) 2,111 2,355 2,591 3,542 3,687

当期純利益 (百万円) 1,157 1,302 1,422 2,012 1,783

資本金 (百万円) 5,576 5,576 5,576 5,576 5,576

発行済株式総数 (株) 34,907,025 34,907,025 34,907,025 34,907,025 34,907,025

純資産額 (百万円) 26,023 26,838 29,274 30,215 30,054

総資産額 (百万円) 62,453 62,266 67,960 72,379 77,984

１株当たり純資産額 (円) 747.91 772.11 843.18 872.36 868.37

１株当たり配当額

(内１株当たり

中間配当額)

(円)

(円)

12.00

(5.00)

14.00

(7.00)

15.00

(7.00)

20.00

(7.50)

17.00

(8.00)

１株当たり当期純利益 (円) 32.15 36.35 39.81 58.06 51.51

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 41.7 43.1 43.1 41.7 38.5

自己資本利益率 (％) 4.6 4.9 5.1 6.8 5.9

株価収益率 (倍) 17.3 18.4 20.7 13.2 10.8

配当性向 (％) 37.3 38.5 37.7 34.4 33.0

従業員数 (名) 685 665 653 645 655

　（注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　平成19年３月期の１株当たり配当額には、創立100周年記念配当５円を含んでおります。

３　潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４　従業員数は、就業人員数を表示しております。

５　平成19年３月期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号　平成17年12

月９日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８

号　平成17年12月９日）を適用しております。
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２【沿革】

明治40年５月 神奈川県神奈川町において電力供給事業を本業とする神奈川電燈株式会社が明治40年に横浜共同電

燈株式会社(現在東京電力株式会社)に合併されたとき、その事業の一部であった電気機械器具材料類

の輸入販売事業を引継いで東京市芝中門前に神奈川電気合資会社を設立

明治44年４月 大阪支店を開設

大正元年12月 神奈川電気合資会社を神奈川電気株式会社に改組

大正６年８月 門司支店を開設

大正14年１月 三菱電機株式会社製品の販売代理店契約を結ぶ

昭和12年６月 門司支店を小倉市に移転、小倉支店と改称

昭和26年４月 横河電機株式会社(旧株式会社横河電機製作所)製品の販売代理店契約を結ぶ

昭和32年６月 仙台出張所を仙台支店に昇格

昭和38年２月 小倉支店を北九州支店に改称

昭和38年５月 東京証券取引所市場第二部に株式上場

昭和46年５月 日本航空電子工業株式会社製品の販売特約店契約を結ぶ

昭和49年４月 名古屋営業所を名古屋支店に昇格

昭和54年４月 宮城県仙台市に東北カナデン電子サービス株式会社(現・株式会社東北カナデンテレコムエンジニア

リング)を設立(現・連結子会社)

昭和62年２月 本社を東京都港区芝大門に移転

昭和63年４月 北九州支店を九州支店に改称

昭和63年10月 神奈川営業所を神奈川支店に昇格

昭和63年10月 東京都港区にカナデンサプライ株式会社を設立(現・連結子会社)

昭和63年11月 本社を東京都港区新橋に移転

平成元年９月 東京証券取引所市場第一部銘柄に指定

平成元年11月 東京都港区にカナデン冷熱プラント株式会社を設立(現・連結子会社)

平成２年４月 北関東営業所を北関東支店に昇格

平成２年10月 神奈川電気株式会社を株式会社カナデンに商号変更

平成２年10月 大阪支店を関西支社、名古屋支店を中部支店、仙台支店を東北支店に改称

平成２年12月 東京都港区に株式会社カナテックを設立(現・連結子会社)

平成３年４月 香港に加拿殿香港有限公司(現・科拿電(香港)有限公司)を設立(現・連結子会社)

平成３年４月 シンガポールにKANADEN CORPORATION SINGAPORE PTE.LTD.を設立(現・連結子会社)

平成４年４月 大阪市中央区にテクノクリエイト株式会社を設立(現・連結子会社)

平成４年７月 大阪証券取引所市場第一部銘柄に指定

平成６年10月 大阪市中央区に株式会社カナデンテレシスを設立(現・連結子会社)

平成７年４月 東京都港区に株式会社カナデンテレコムエンジニアリングを設立(現・連結子会社)

平成11年12月 株式会社エルピージーブレインの株式を取得し子会社とする(現・連結子会社)

平成13年４月 東京都港区に株式会社カナデンテクノエンジニアリングを設立(現・連結子会社)

平成14年６月 上海に科拿電国際貿易(上海)有限公司を設立(現・連結子会社)

平成18年４月 株式会社カナテックを株式会社エルピージーブレインに吸収合併、株式会社カナデンブレインに

商号変更(現・連結子会社)
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３【事業の内容】

　当社グループは、㈱カナデン(当社)及び子会社11社、関連会社１社、その他の関係会社１社により構成されており、情

通・デバイス、FA・計装システム、設備システムの３部門に関係する事業を主として行っており、その商品はあらゆる

種類にわたっております。

　当社は、その他の関係会社にあたる三菱電機㈱のＦＡ機器、電子機器、コンピュータ、周辺機器、産業メカトロニクス、

昇降機設備、冷熱設備の代理店及び半導体、電子デバイスの特約店であります。

　なお、三菱電機㈱の子会社である三菱電機ビルテクノサービス㈱及び三菱電機住環境システムズ㈱との間において

は、電機製品等の仕入及び販売を行っております。

　また、当社の販売商品の付加価値及びエンジニアリング、設計開発施工、アフターサービス部門を拡充すべく、子会

社、関連会社と共に、事業活動を行っております。

　各事業における当社及び関係会社の位置付け等は、次のとおりであります。なお、次の３部門は「第５　経理の状況　

１(1)連結財務諸表　注記事項」に掲げる事業の種類別セグメント情報の区分と同一であります。

（情通・デバイス）

　当部門においては、コンピュータ、携帯電話、監視カメラ、赤外線カメラ、セキュリティ機器、AVシステム、映像表示

装置、無線通信機器、交通管制端末機器、放送機器、航空機用電装品、メモリー、マイコン、ASIC、パワーデバイス、コネ

クタ、銅合金、電子応用品並びにそれらのシステムの販売及び工事を行っております。

［主な関係会社］

（販売）

㈱カナデンテレシス、科拿電(香港)有限公司、KANADEN CORPORATION SINGAPORE PTE.LTD.、㈱カナデン

ブレイン、科拿電国際貿易(上海)有限公司

（据付・サービス）

㈱東北カナデンテレコムエンジニアリング、㈱カナデンテレコムエンジニアリング

（FA・計装システム）

　当部門においては、回転機、配電制御機器、コントローラ、駆動制御機器、放電加工機、レーザ加工機、産業用ロボッ

ト、生産自動化機器、工業計器、電子計測機器並びにそれらのシステムの販売及び工事を行っております。

［主な関係会社］

（販売）

カナデンサプライ㈱

（据付・サービス）

テクノクリエイト㈱

（設備システム）

　当部門においては、エレベータ、エスカレータ、ビル管理システム、受変電設備機器、無停電電源装置、車両用電気機

器、照明器具、空調機器、住宅設備機器、低温機器、真空予冷装置並びにそれらのシステムの販売及び工事を行ってお

ります。

［主な関係会社］

（据付・サービス）

カナデン冷熱プラント㈱、㈱カナデンテクノエンジニアリング
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［事業系統図］

以上のべた事項を事業の系統図によって示すと、次のとおりであります。

　（注）上記は、平成20年３月31日現在のものであります。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
又は出資金

(百万円)
主要な事業の内容

議決権の
所有(被所有)割合

関係内容 摘要
所有割合

(％)
被所有割合

(％)

(連結子会社) 　  　   　 　

㈱東北カナデン

テレコムエンジニアリング

宮城県

仙台市青葉区
10 情通・デバイス 100.0 ―

当社の通信機据付工事及

び保守・修理をしてい

る。なお、当社所有の建物

を賃借している。

役員の兼任…無

　

カナデンサプライ㈱ 東京都港区 10 FA・計装システム 100.0 ―

産業機械器具及び部品を

販売している。なお、当社

所有の建物を賃借してい

る。

役員の兼任…有

　

カナデン冷熱

プラント㈱
東京都港区 30 設備システム 100.0 ―

当社の冷熱設備機器の設

計工事をしている。

役員の兼任…無

　

テクノクリエイト㈱
大阪府

大阪市中央区
20 FA・計装システム 100.0 ―

FAシステムソフトウェア

の設計開発をしている。

なお、当社所有の建物を

賃借している。

役員の兼任…無

　

㈱カナデンテレシス
大阪府

大阪市中央区
20 情通・デバイス 100.0 ―

通信機器の売買をしてい

る。なお、当社所有の建物

を賃借している。

役員の兼任…有

　

㈱カナデンテレコム

エンジニアリング
東京都港区 30 情通・デバイス 100.0 ―

当社の通信機据付工事及

び保守・修理をしてい

る。

役員の兼任…無

　

㈱カナデンブレイン 東京都港区 100 情通・デバイス 86.3 ―

コンピュータの販売、ソ

フトウェアの開発及び

サービスをしている。

役員の兼任…有

　

㈱カナデンテクノ

エンジニアリング
東京都港区 50 設備システム 100.0 ―

当社の昇降機・照明機器

の設計・工事及び保守を

している。

役員の兼任…無

　

科拿電(香港)有限公司
香港

灣仔

千HK$

3,500
情通・デバイス 100.0 ―

半導体の売買をしてい

る。

役員の兼任…無

　

KANADEN CORPORATION

SINGAPORE PTE.LTD.

シンガポール

イーセンター

千SIN$

1,000
情通・デバイス 100.0 ―

半導体の売買をしてい

る。

役員の兼任…無

　

科拿電国際貿易

(上海)有限公司

上海市

盧湾区

千US$

500
情通・デバイス 100.0 ―

当社の半導体を販売して

いる。

役員の兼任…有

　

(その他の関係会社) 　  　   　 　

三菱電機㈱
東京都

千代田区
175,820

情通・デバイス

FA・計装システム

設備システム

―
25.5

(0.1)

当社は三菱電機㈱の代理

店・特約店

役員の兼任…有

(注)

２・３

　（注) １　「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２　有価証券報告書の提出会社であります。

３　議決権の被所有割合の（　）内は、間接被所有割合で内数であります。
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５【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 （平成20年３月31日現在）

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

情通・デバイス事業 360

FA・計装システム事業 228

設備システム事業 108

全社(共通) 136

合計 832

　（注) １　従業員数は就業人員であります。

２　全社(共通)として、記載されている従業員数は、特定セグメントに区分できない管理部門に所属しているもの

であります。

(2) 提出会社の状況

　 （平成20年３月31日現在）

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

655 39.7 15.8 7,173,523

　（注) １　従業員数は就業人員であります。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

(3) 労働組合の状況

当社グループの従業員は労働組合を結成しておりません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1) 業績

　当連結会計年度におけるわが国の経済は、原油をはじめとした原材料価格の高騰、サブプライムローン問題による

世界的金融市場の動揺と米国経済の減速懸念、さらに年度後半には為替相場の急転と不透明感が漂いましたが、民

間設備投資は底堅く輸出の好調と相まって景気は引き続き緩やかな拡大局面にありました。　

　当社グループの関連する業界におきましては、ＩＴ・デジタル家電関連産業、自動車関連産業を中心にエレクトロ

ニクス分野、ＦＡ分野が企業収益の増大を背景に概して活況を呈しました。

　このような状況下におきまして当社グループは、当社創立100周年を迎えるにあたり“挑戦と変革”をキーワード

に、重点分野である情通・デバイス分野及びＦＡ分野の事業戦略を着実に推進するとともに、社会的な意識の高ま

りから市場拡大が顕著なセキュリティー分野並びに環境関連分野に引き続き積極的なソリューション営業を展開

いたしました。

　その結果、当期の連結売上高につきましては、166,398百万円（前期比9.3％増）、連結経常利益につきましては3,917

百万円（前期比4.6％増）とそれぞれ過去最高の成績を収めることができました。しかしながら、当期連結純利益に

つきましては、特別損失を計上したことから1,943百万円（前期比5.8％減）と減益になりました。

セグメント別の営業の概況

（情通・デバイス） 売上高 81,072百万円 （前期比　3.2％増）

　 営業利益 1,652百万円 （前期比　15.3％減）

　半導体・デバイス分野では、パソコンメーカーの需要拡大からハードディスクドライブ用マイコンは堅調に推移

しました。

　また、製造業の堅調な設備投資に支えられ、産業機器用パワーデバイス、自動車部品産業向け電子デバイス品も好

調に推移しました。

　しかしながら、メモリ・ＡＳＩＣは需要の大幅な減少から低調に推移しました。

　電子機器分野では、画像情報システムは、金融業界並びに流通業界における設備投資が一巡したことから低調に推

移しました。

　また、映像情報システムも販売競争の激化と表示装置の市場価格下落から不調でありました。

　しかしながら、通信機器は鉄道事業者向けデジタル列車無線の大口設備投資が続き好調に推移しました。

（ＦＡ・計装システム）  売上高 39,511百万円 （前期比　 0.7％増）

　  営業利益 2,332百万円 （前期比　11.8％増）

　ＦＡ分野では、首都圏における販売体制の見直し効果から、生産設備投資の伸びに陰りが見える中、自動車関連産

業を中心に駆動制御機器、配電制御機器が堅調でしたが、ＦＡコントローラは半導体・液晶デバイス製造関連業界

の投資抑制から低調に推移しました。

　産業メカトロニクス分野では、金型業界は低調でありましたが、鋼材業界向けを中心としてレーザー加工機が好調

に推移しました。

　一方、計装システム分野では、家電業界向け素材製造化学プラントの設備投資が順調であり、製薬業界・食品業界

の設備更新需要と併せて工業計器並びに電子計測器が堅調に推移しました。

 （設備システム）  売上高 45,814百万円 （前期比  32.8％増） 

　  営業利益 1,254百万円 （前期比  33.4％増）

　冷熱機器分野では、空調機器と住設機器は堅調であったものの、低温機器は流通業界の設備投資意欲低下により冷

凍機等が苦戦を強いられました。

  一方、ビル設備分野では、首都圏を中心とした大型都市再開発事業及びリニューアル需要から、昇降機が大きく伸

長しました。

  また、企業収益の回復を背景とした情報システム投資の高まりから、無停電電源装置並びにプラント設備が好調

に推移しました。

  さらに、鉄道事業者向け受変電設備も設備投資が活発化し好調に推移しました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

　当社グループの当連結会計年度における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ6,276百万円増加し、当連

結会計年度末には18,782百万円（前期比50.2％増）となりました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、源泉としております税金等調整前当期純利益が

3,417百万円（前期は3,726百万円）と減益となったことに加え、売上債権の増加2,052百万円、法人税等の支払額

1,542百万円があったものの、仕入債務の増加6,560百万円があったこと等により、6,577百万円の収入（前期は583百

万円の収入）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の払戻による収入333百万円、投資有価

証券の売却による収入337百万円があったこと等により、446百万円の収入（前期は95百万円の支出）となりまし

た。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払707百万円があったこと等により、

727百万円の支出（前期は564百万円の支出）となりました。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1) 仕入実績

当連結会計年度における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前期比(％)

情通・デバイス事業 74,604 2.6

FA・計装システム事業 33,091 △0.8

設備システム事業 42,359 34.2

合計 150,055 9.0

　（注）　本表の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2) 販売実績

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前期比(％)

情通・デバイス事業 81,072 3.2

FA・計装システム事業 39,511 0.7

設備システム事業 45,814 32.8

合計 166,398 9.3

　（注）　本表の金額には、消費税等は含まれておりません。

３【対処すべき課題】

（1）  カナデングループ長期経営構想及び新・中期経営計画

　　 当社は、創立101年目となる本年を「第二創生期」のスタートの年と位置づけ、100年の歴史と実績を支えてきた

   堅実経営に磨きをかけ、お客さまに喜ばれ、よきモノづくりに支えられた健全な社会の発展に貢献する企業とし

　 て、確かな存在感を持ち続け発展することを目指します。

     そのため今回、10年後を見据えた経営の基本姿勢とし

　     カナデングループ長期経営構想－ カナデンビジョン＜KV2017＞ －　を掲げました。

     また、この長期経営構想に基づき3ヵ年中期経営計画CI・PLAN2010を新たに策定し、持続的な利益ある成長と経

   営品質のさらなる向上を図ってまいります。    

　 ①長期経営構想 ―　カナデンビジョン＜KV2017＞　―

　 　  従来の延長線上にとどまらない事業の再編・強化、人材育成・インフラ整備を加速させ、グローバル化を推進

　   し、グループ・シナジーの拡大を図ります。また、必要な経営資源の投下を行い、より収益力の向上を図り、企

　   業価値を高めます。

　 ②新・中期経営計画 「CI・PLAN 2010」(2008年―2010年)

　　 　従来の枠組みにとらわれないダイナミックな営業活動により、当社グループの強みを活かし、基幹事業の強

　 　化、新規事業の創造、新商材の開拓、Ｍ＆Ａ等により経営基盤を強化し、持続的な「利益ある成長(イノベーシ

　　 ョン戦略)」と経営品質の向上を図ります。　

（2）  内部統制システムの再構築

 　  平成19年７月に当社元社員による不正行為が内部監査により発覚いたしました。

     当社では、今回の不正行為発生の事実を真摯に反省し、外部の専門家を加えた「内部統制システム推進委員会」

   を設置して管理体制の見直しを進めております。

     ステークホルダーの皆さまの信頼回復に当社グループ全体で取り組んでまいります。
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４【事業等のリスク】

　当社グループの業績、株価及び財務状況に影響を及ぼす可能性のあるリスクには、以下のようなものがあります。な

お、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日(平成20年６月27日）現在において当社グループが判断
したものであります。

①経済状況について

　当社グループの取扱商品であります半導体デバイス、情報通信機器、ＦＡ機器、ビル設備機器、並びにそれらのシス

テム及び工事等の需要は、当社グループが供給を行っている顧客や業界の市場動向の影響を強く受ける商品であり

ます。このため、当該主要市場に需要の減退が生じた場合は、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす

可能性があります。

②業界の特性について

　当社グループが取扱っております無線通信機器、交通管制端末機器、受変電設備機器、車両用電気機器等、並びにそ

れらのシステム及び工事につきましては、主要顧客であります鉄道事業者の設備投資や、官公庁の公共投資の影響

を強く受ける商品であります。このため、鉄道路線の新線計画あるいは設備の更新、並びに公共投資の動向等によっ

ては、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

③主力商品への依存について

　当社の取扱っております半導体のうちマイコンは、平成20年３月期で年間売上高が218億円以上あり、この商品の
連結売上高に対する比率は13.1％に達しております。この商品につき、万一、最終需要動向の大幅な減少を余儀なく
される等、予期せぬ事態が発生した場合、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

④仕入先の依存について

　当社の主要な仕入先は三菱電機株式会社であり、平成20年３月期の総仕入高に対する割合は45.9％となっておりま
す。同社との間には販売代理店契約等を締結し取引関係は安定しており、今後ともこの関係を継続する方針であり

ますが、取引関係が継続困難となった場合や、仕入先の製品供給の動向によっては、当社グループの経営成績及び財

政状態に影響を与える可能性があります。

⑤業績の下期偏重について

　当社グループは当社及び子会社11社により構成されており、情通・デバイス、ＦＡ・計装システム、設備システム
の３事業を主としております。

　情通・デバイス事業における官公庁・自治体向販売及び設備システム事業における建設業界向販売の場合、工事

完了・検収時期が年度末に集中することが多いこと等から当社グループの業績は下半期に偏る傾向があります。

⑥企業買収等について

　当社は、新規事業分野の創出と新商材の開拓、並びに既存事業の基盤拡大のため、企業買収や資本提携を模索して

おります。企業買収等の着手に際しては事前に充分な検討を行いますが、買収等の対象事業について経営資源の有

効活用が出来なかった場合は、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

⑦債権管理について

　当社グループの販売先は多種多様であるため、債権管理には特に注力し、販売先の業態・資力に応じた信用限度設

定を行うとともに、必要に応じて担保等の提供を受けるほか、信用状態の継続的な把握をするなど、不良債権の発生

を極力少なくするよう努めております。また、貸倒引当金の計上に関しては、一般債権については貸倒実績率による

計算額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し回収不能見込額を計上しております

が、今後の動向によっては、貸倒引当金の積増しを要する事態が生じるため、当社グループの経営成績及び財政状態

に影響を及ぼす可能性があります。

⑧為替レートの変動による影響について

　当社グループの事業には、外貨による取引が含まれております。そのため、当社は先物為替予約等による通貨ヘッ

ジ取引を行い、米ドル及び円を含む主要通貨間の為替レートの短期的な変動による影響を最小限に抑える努力をし

ておりますが、そのリスクを全面的に回避することは不可能であり、為替レートの変動は当社グループの経営成績

及び財政状態に影響を与える可能性があります。
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⑨退職給付債務

　当社グループの従業員退職給付費用及び債務は、割引率等数理計算で設定される前提条件や年金資産の期待運用

収益率に基づいて算出されております。実際の結果が前提条件と異なる場合、又は前提条件が変更された場合、その

影響は累積され、将来にわたって規則的に認識されるため、一般的には将来期間において認識される費用及び計上

される債務に影響を及ぼします。特に運用利回りの悪化は、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与える

可能性があります。

⑩人材の確保

　当社グループはエレクトロニクス分野において、優れた能力を有する新たな人材を確保し雇用を維持することに

より、高い成長力が継続できると考えており、優秀な人材の確保及び雇用の維持は、今後の技術進化への対応力を強

化するために特に重要であります。当社が優秀な人材の確保及び雇用の維持ができなくなった場合には、当社グ

ループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

⑪訴訟のリスク

　当社グループの事業活動の遂行に当たっては、様々な法規制の適用下にあって、訴訟等のリスク可能性があり、そ

の結果経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

販売等の提携は次のとおりであります。

会社名 相手先 契約の種類 主要取扱商品 契約期間 備考

㈱カナデン

(当社)

三菱電機㈱

販売代理店契約

コンピュータ 昭和59年４月１日から１年 自動更新

周辺端末機器 昭和59年10月１日から１年 自動更新

放電加工機、レー

ザ加工機、産業用

ロボット

平成８年４月１日から１年 自動更新

空調機器、低温機

器
平成９年４月１日から１年 自動更新

画像映像機器、無

線通信機器
平成15年４月１日から１年 自動更新

昇降機、ビル管理

システム
平成14年10月１日から１年 自動更新

受変電設備機器、

無停電電源装置
平成14年４月１日から１年 自動更新

回転機、配電制御

機器、コントロー

ラ、駆動制御装置

平成16年12月７日から１年 自動更新

 セキュリティ機器  平成18年９月６日から１年 自動更新

販売特約店契約
半導体 平成８年４月１日から１年 自動更新

電子デバイス 平成14年４月１日から１年 自動更新

㈱ルネサス販売 販売特約店契約 半導体 平成15年４月１日から１年 自動更新

㈱ルネサス　テクノ

ロジ 
販売代理店契約 半導体  平成17年４月１日から１年 自動更新

三菱電機住環境シス

テムズ㈱
取引基本契約

空調機器、低温機

器
平成16年10月１日から１年 自動更新

三菱電機ビルテクノ

サービス㈱
取引基本契約

昇降機、ビル管理

システム
平成17年３月17日から１年 自動更新

横河電機㈱ 販売代理店契約
工業計器、電気計

器
平成19年10月１日から１年 ―

日本航空電子工業㈱ 販売特約店契約

コネクタ、スイッ

チ、リレー及びそ

れらの関連製品

平成４年４月１日から１年 自動更新

㈱カナデン

テレシス

(連結子会社)

㈱エヌ・ティ・ティ

・ドコモ関西
販売代理店契約 携帯電話 平成７年３月１日から１年 自動更新

　（注）　契約期間は、再契約のものを含めて最新の契約書にもとづく契約期間を表示しております。

６【研究開発活動】

該当事項はありません。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

　文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成20年６月27日）現在において当社グループが判断

したものであります。

(1) 当連結会計年度の経営成績の分析　　

①売上高

　売上高は、前連結会計年度より14,101百万円増加し、166,398百万円（前期比 9.3％増）となりました。

　情通・デバイス事業では、パソコンメーカーの需要拡大からハードディスクドライブ用マイコンは堅調に推移

しました。通信機器は鉄道事業者向けデジタル列車無線の大口設備投資が続き好調に推移しました。その結果、売

上高は、81,072百万円（前期比 3.2％増）となりました。

　ＦＡ・計装システム事業では、自動車関連産業を中心に駆動制御機器、配電制御機器が堅調に推移しました。鋼

材業界向けを中心としてレーザー加工機が好調に推移しました。その結果、売上高は、39,511百万円（前期比0.7％

増）となりました。

　設備システム事業では、首都圏を中心とした大型都市再開発事業及びリニューアル需要から、昇降機が大きく伸

長しました。鉄道事業者向け受変電設備も設備投資が活発化し好調に推移しました。

その結果、売上高は、45,814百万円（前期比32.8％増）となりました。

②営業費用

　売上原価は、売上高の増加に伴い、前連結会計年度より14,042百万円増加し、150,100百万円（前期比10.3％増）と

なりました。売上高に対する売上原価の比率は0.9％増加の90.2％となりました。情通・デバイス事業は、74,102百

万円（前期比4.0％増）、ＦＡ・計装システム事業は、33,592百万円（前期比0.3％増）、設備システム事業は、

42,559百万円（前期比34.7％増）となりました。

　販売費及び一般管理費は、人件費と販売活動費が減少したことで、前連結会計年度より332百万円減少し、12,182

百万円（前期比2.7％減）となりました。情通・デバイス事業は、5,373百万円（前期比1.2％減）、ＦＡ・計装シス

テム事業は、3,665百万円（前期比2.2％減）、設備システム事業は、2,018百万円（前期比2.6％減）となりました。

　その結果、営業費用は、13,710百万円増加し、162,283百万円（前期比9.2％増）となりました。情通・デバイス事業

は、79,476百万円（前期比3.6％増）、ＦＡ・計装システム事業は、37,257百万円（前期比0.1％増）、設備システム

事業は、44,578百万円（前期比32.4％増）、全社（共通）は、970百万円（前期比0.4％増）となりました。

③営業利益

　営業利益は、前連結会計年度より390百万円増加し、4,114百万円（前期比10.5％増）となりました。情通・デバイ

ス事業は、増収したものの、売上原価率が増加したことにより、1,652百万円（前期比15.3％減）となりました。Ｆ

Ａ・計装システム事業は、売上原価率の低減により、2,332百万円（前期比11.8％増）となりました。設備システム

事業は、大幅増収と販売費及び一般管理費の抑制に努めたことにより、1,254百万円（前期比33.4％増）となりま

した。全社（共通）は、△1,124百万円となりました。

④営業外損益

　営業外収益は、前連結会計年度より94百万円増加し、307百万円（前期比44.3％増）となりました。これは、受取利

息、受取配当金、仕入割引の増加が主な要因です。営業外費用は、前連結会計年度より311百万円増加し、504百万円

（前期比161.2％増）となりました。これは、為替差損の増加が主な要因です。

⑤経常利益

　経常利益は、前連結会計年度より173百万円増加し、3,917百万円（前期比4.6％増）となりました。売上高経常利

益率は前連結会計年度より0.1%低下し、2.4%となりました。
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⑥特別損益

　特別利益は、前連結会計年度より24百万円増加し、26百万円となりました。これは、投資有価証券売却益の増加が

主な要因です。特別損失は、前連結会計年度より508百万円増加し、526百万円となりました。これは、不正取引損

失、100周年記念事業費の増加が主な要因です。

⑦当期純利益

　当期純利益は、前連結会計年度より120百万円減少し、1,943百万円（前期比5.8％減）となりました。従って、1株

当たり当期純利益は、前連結会計年度の59.55円に対し56.14円となりました。

(2) 経営戦略の現状と見通し　　　

  当社グループにおきましては、第155期（平成16年度）から創立100周年を迎えた当期を最終年度とする中期経営

計画『ＣＩ・ＰＬＡＮ１００』を策定し、最終年度経営目標数値「連結売上高1,500億円」「ＲＯＥ（株主資本当期

純利益率）８％」達成に向け鋭意取り組んでまいりましたところ、市場における販売競争の激化、予想以上の商品

の販売価格の下落などにより、ＲＯＥ８％は未達成となりましたが、連結売上高1,500億円を前期（平成18年度）に

おいて一年前倒しで達成し、さらに当期は連結売上高1,660億円と大きく計画を上回ることができました。　

  今後の見通しとしましては、原油をはじめとした原材料価格の高騰、為替相場の円高基調、米国経済の減速懸念な

ど景気の先行きは予断を許さず、当社グループを取り巻く経営環境は厳しくなると思われます。

　このような状況下、当社グループは、持続的な「利益ある成長」を達成するため、事業の再編・強化、人材の育成・

活用、インフラ整備等の投資を加速させるなど、収益力の向上を図り、経営基盤をより強固なものとしてまいりま

す。 

　 当社グループは、創立101年目となる本年度を、第二創生期のスタートと位置づけ、一層の企業価値向上に向け長

期経営構想に基づき中期経営計画を策定致しました。

　

(3) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当社グループの営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益を主な源泉としております。営業

活動によるキャッシュ・フローにおける変動要因としましては、売上債権・たな卸資産及び仕入債務の増減が主な

要因となっておりますが、決算日において仕入債務の支払時期と売上債権の回収時期にずれが生じた場合に営業活

動によるキャッシュ・フローに大きな影響を与えます。当社グループにおきましては、債権債務の収支管理を徹底

して行っており、これらの収支のずれによる影響を最小限とすることで営業活動によるキャッシュ・フローの確保

に努めております。

　投資活動によるキャッシュ・フローにおきましては、売買目的の有価証券の取得による支出及び売却による収入

はなく、固定資産の取得による支出、売却による収入が増減の要因となっております。

　財務活動によるキャッシュ・フローにおきましては、事業活動を行う上での十分な流動性を確保していることか

ら、資金の調達ニーズはなく、配当金の支払による支出が減少の要因となっております。

  当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

  営業活動によるキャッシュ・フローは、源泉としております税金等調整前当期純利益が3,417百万円（前期は

3,726百万円）と減益となったことに加え、売上債権の増加2,052百万円、法人税等の支払額1,542百万円があったもの

の、仕入債務の増加6,560百万円があったこと等により、6,577百万円の収入（前期は583百万円の収入）となりまし

た。

  投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の払戻による収入333百万円、投資有価証券の売却による収入

337百万円があったこと等により、446百万円の収入（前期は95百万円の支出）となりました。

  財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払707百万円があったこと等により、727百万円の支出（前期

は564百万円の支出）となりました。

  これらの活動の結果及び為替レートの変動が海外子会社の現金及び現金同等物の円換算額に与えた影響により、

当社グループの当連結会計年度における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ6,276百万円増加し、当連

結会計年度末には18,782百万円（前期比50.2％増）となりました。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

特記事項はありません。

２【主要な設備の状況】

当社グループ(当社及び連結子会社)における主要な設備の状況は、以下のとおりであります。

(1) 提出会社

事業所名
(所在地)

事業の
種類別

セグメントの
名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数
(名)

摘要
建物及び
構築物

機械装置
及び
運搬具

工具器具
及び備品

土地
(面積㎡) 合計

本社

(東京都港区)
全社

統括業務

施設
524 0 21

1,674

(1,094)
2,221 81 　

関西支社

(大阪市中央区)
同上 同上 506 5 2

375

(599)
889 20 　

九州支店

(北九州市小倉北区)
同上 同上 10 ― 0

110

(1,095)
121 12 　

中部支店

(名古屋市中村区)
同上 同上 329 6 4

227

(483)
568 10 　

中部支店

(名古屋市東区)
同上 同上 13 ― ―

147

(367)
161 2 　

東北支店

(仙台市青葉区)
同上 同上 63 ― 5

261

(428)
330 11 　

(2) 国内子会社

会社名
(所在地)

事業の
種類別

セグメントの
名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数
(名)

摘要
建物及び
構築物

機械装置
及び
運搬具

工具器具
及び備品

土地
(面積㎡) 合計

㈱カナデンテレシス

(大阪市中央区)

情通・

デバイス

統括業務

施設
34 ― 14

―

(―)
48 52 　

　（注) １　「帳簿価額」には、消費税等を含んでおりません。

２　上記の他、主要な賃借及びリース設備として、以下のものがあります。
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(1) 提出会社

事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの名称

設備の内容
年間賃借料
又はリース料

(百万円)
摘要

本社

(東京都港区)
全社 統括業務施設 127 賃借

東京配送センター

(東京都江東区)
全社 物流倉庫 37 賃借

関西支社倉庫

(大阪府大東市)
同上 物流倉庫 13 賃借

本社

(東京都港区)他国内１支社

５支店

情通・デバイス
事務用機器、通信機器、車

両運搬具
177 リース

同上 FA・計装システム 同上 59 リース

同上 設備システム 同上 27 リース

(2) 国内子会社

会社名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの名称

設備の内容
年間賃借料
又はリース料

(百万円)
摘要

㈱カナデンテレシス

(大阪市中央区)
情通・デバイス 事務用機器、通信機器 7 リース

３【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

該当事項はありません。

(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 90,000,000

計 90,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数(株)

(平成20年３月31日)
提出日現在発行数(株)
(平成20年６月27日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 34,907,025 34,907,025

東京証券取引所(市

場第一部)

大阪証券取引所(市

場第一部)

―

計 34,907,025 34,907,025 ― ―

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高

(株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額

(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成４年５月15日 5,817,837 34,907,025 ― 5,576 ― 5,359

　（注）　これに伴い、同日付で、平成４年３月31日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主の所有株式数を、１

株につき1.2株の割合をもって分割しました。ただし、分割の結果生じる１株未満の端数株式は、これを一括売却

し、その処分代金を端数の生じた株主に対し、その端数に応じて分配しました。なお、株式の分割に際して増加

した株式は、券面総額を超えて資本に組入れられた額を引当てとしました。

（５）【所有者別状況】

　 （平成20年３月31日現在）

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)
単元未満
株式の状況

(株)
政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数

(人)
― 38 24 169 60 1 2,856 3,148 ―

所有株式数

(単元)
― 8,701 183 11,338 2,712 3 11,356 34,293 614,025

所有株式数

の割合(％)
― 25.37 0.53 33.06 7.91 0.01 33.12 100.00 ―

　（注) １　自己株式297,009株は、「個人その他」に297単元及び「単元未満株式の状況」に９株含まれております。

２　上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が２単元含まれております。
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（６）【大株主の状況】

　 （平成20年３月31日現在）

氏名又は名称 住所
所有株式数

(千株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

三菱電機株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目７番３号 8,645 24.76

カナデン取引先持株会
東京都港区新橋四丁目22番４号

株式会社カナデン内
1,959 5.61

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

(常任代理人　日本マスタートラスト信

託銀行株式会社)

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

(東京都港区浜松町二丁目11番３号)
1,059 3.03

株式会社みずほ銀行

(常任代理人　資産管理サービス信託銀

行株式会社)

東京都千代田区内幸町一丁目１番５号

(東京都中央区晴海一丁目８番12号晴海ア

イランドトリトンスクエアＺ棟)

1,053 3.01

株式会社横浜銀行     　　

(常任代理人　資産管理サービス信託銀

行株式会社)

神奈川県横浜市西区みなとみらい三丁目

１番１号　　　　　               　(東京都

中央区晴海一丁目８番12号晴海アイラン

ドトリトンスクエアＺ棟)

1,052 3.01

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 1,051 3.01

カナデン従業員持株会
東京都港区新橋四丁目22番４号

株式会社カナデン内
1,002 2.87

明治安田生命保険相互会社

(常任代理人　資産管理サービス信託銀

行株式会社)

東京都千代田区丸の内二丁目１番１号

(東京都中央区晴海一丁目８番12号晴海ア

イランドトリトンスクエアＺ棟)

1,000 2.86

ステート　ストリート　バンク　アンド　

トラスト　カンパニー505019

（常任代理人　株式会社みずほコーポ

レート銀行兜町証券決済業務室）

AIB INTERNATIONAL CENTRE P.O.

 BOX 

518 IFSC DUBLIN, IRELAND 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

734 2.10

三菱倉庫株式会社 東京都中央区日本橋一丁目19番１号 656 1.88

計 ― 18,216 52.18

　（注）　所有株式数は、千株未満を切り捨てて表示しております。

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 （平成20年３月31日現在）

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式　　 297,000
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式  33,996,000 33,996 ―

単元未満株式 普通株式　 　614,025 ― ―

発行済株式総数 34,907,025 ― ―

総株主の議決権 ― 33,996 ―

　（注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株(議決権２個)含まれてお

ります。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式９株が含まれております。
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②【自己株式等】

　 （平成20年３月31日現在）

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計

(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)

㈱カナデン

東京都港区新橋

４―22―４
297,000 ― 297,000 0.85

計 ― 297,000 　― 297,000 0.85

（８）【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

    該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

    該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 29,357 20,772,365

当期間における取得自己株式 4,236 2,388,224

(注） 当期間における取得自己株式には、平成20年６月1日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満

　　　株式の買取による株式は含まれておりません。 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 ― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ―   

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
― ― ― ―

その他

（単元未満株式の買増請求による減少）
2,682 1,849,882 800 459,200

保有自己株式数 297,009 ― 300,445 ―

(注） 当期間における取得自己株式には、平成20年６月1日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満

　　　株式の買増による株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

　当社グループは、株主の皆さまに対する利益還元を経営の最重要課題の一つとして認識し、安定した配当の維持継続を

基本方針としております。

　今後もこの方針を維持しつつ、配当性向30％を新たな指標とし、業績に裏付けられた適正な利益還元に努めます。

　また、内部留保資金は、インフラ整備、グローバル化、人材育成、将来の企業価値向上に資する事業投資に充当します。

　当該事業年度の期末配当につきましては、普通配当を１株につき９円とさせていただきます。既に中間配当として１株

につき８円をお支払いたしておりますので、年間の配当は17円となります。

  当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。当社は、「会社法第459条第

１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当等を行うことができる。」旨定款に定めております。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額

（百万円）

１株当たり配当額

（円）

平成19年11月８日

取締役会決議
276 8.0

平成20年５月14日

取締役会決議
311 9.0

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第154期 第155期 第156期 第157期 第158期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高(円) 569 692 873 848 800

最低(円) 345 470 610 681 511

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第１部におけるものであります。

（２）【最近６箇月間の月別最高・最低株価】

月別
平成19年

10月 11月 12月 平成20年
１月

２月 ３月

最高(円) 719 679 715 620 625 570

最低(円) 660 591 626 511 560 514

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第１部におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

代表取締役

取締役社長
　 佐　田　憲　彦 昭和21年５月８日生

昭和44年４月 当社入社

（注)３ 46

平成10年10月 九州支店副支店長

平成11年６月 取締役就任

平成11年６月 九州支店長

平成13年６月 常務取締役就任

平成15年４月 営業戦略室長

平成15年６月 代表取締役専務就任

平成15年10月 営業推進本部長

平成17年６月 代表取締役社長就任(現在)

代表取締役

専務取締役

総務人事室長

兼コンプライ

アンス室長

西　村　敏　之 昭和18年９月５日生

昭和43年４月 当社入社

（注)３ 21

平成13年４月 人事部長

平成13年６月 取締役就任

平成13年６月 人事部長兼輸出管理部長及び総務

部担当

平成15年４月 総務人事部長兼輸出管理部長兼　

ＩＳＯ推進室長

平成15年10月 総務人事室長兼輸出管理室長兼　

ＩＳＯ管理室長

平成16年６月 管理本部長

平成17年６月 常務取締役就任

平成18年４月 総務人事室長(現在)

平成18年６月 代表取締役常務就任

平成19年６月 代表取締役専務就任(現在)

平成20年４月 兼コンプライアンス室長(現在)

常務取締役 関西支社長 大　村　康　雄 昭和23年２月22日生

昭和45年４月 三菱電機㈱入社

（注)３ 15

平成13年４月 同社機器事業部長

平成15年４月 当社入社

平成15年４月 ＦＡ事業部長

平成15年６月 取締役就任

平成17年４月 関西支社長(現在)

平成17年６月 常務取締役就任(現在)

常務取締役 中部支店長 濱　嶋　重　遠 昭和21年１月21日生

昭和44年４月 当社入社

（注)３ 15

平成13年４月 神奈川支店長

平成15年４月 九州支店長

平成15年６月 取締役就任

平成16年６月 取締役退任

平成16年６月 上席執行役員就任

平成17年６月 取締役就任

平成18年６月 常務取締役就任(現在)

平成20年４月 中部支店長(現在)

常務取締役 経営戦略室長 大　窪　福　一 昭和26年９月22日生

昭和49年４月 当社入社

（注)３ 12

平成12年４月 電子第一事業部長

平成14年４月 電子事業部長

平成15年６月 取締役就任

平成16年６月 取締役退任

平成16年６月 上席執行役員就任

平成17年６月 取締役就任

平成17年10月 経営戦略室長(現在)

平成19年６月 常務取締役就任(現在)

取締役 　 松  　丸 　 憲 昭和25年３月5日生

昭和47年４月 三菱電機㈱入社

（注)３ ―

平成８年４月 同社中部支社電力部長

平成10年６月 同社九州支社電力部長

平成12年10月 同社九州支社副支社長

平成14年４月 同社東北支社長

平成15年５月 同社九州支社長

平成19年４月 同社常務執行役営業本部長(現在)

平成19年６月 当社取締役就任(現在)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

取締役 交通事業部長 別　府　輝　夫 昭和23年３月14日生

昭和45年４月 三菱電機㈱入社

（注)３ 12

平成12年４月 同社交通事業部長

平成14年９月 当社入社

平成14年10月 交通・産業事業部長

平成15年６月 取締役就任

平成16年４月 交通事業部長(現在)

平成16年６月 取締役退任

平成16年６月 上席執行役員就任

平成18年６月 取締役就任(現在)

取締役 ＦＡ事業部長 宮  　森  　学 昭和25年4月5日生

昭和48年４月 当社入社

（注)３ 13

平成11年４月 東北支店副支店長

平成14年４月 関西支社副支社長

平成17年４月 執行役員就任

平成17年４月 ＦＡ事業部長(現在)

平成19年６月 取締役就任(現在)

監査役

(常勤)
　 佐　藤　政　良 昭和21年６月30日生

昭和45年10月 当社入社

（注)４ 8

平成13年４月 設備事業部長

平成16年６月 執行役員就任

平成18年６月 取締役就任

平成19年６月 監査役(常勤)就任(現在)

監査役

(常勤)
　 藤　間　孝　雄 昭和24年６月５日生

昭和49年11月 当社入社

（注)４ 1

平成16年４月 情報システム事業部副事業部長

平成18年４月 執行役員就任

平成18年４月 経理財務室長

平成20年６月 監査役(常勤)就任(現在)

監査役 　 西　　野　　仁 昭和24年10月21日生

昭和48年４月 三菱電機㈱入社

（注)４ ―平成18年４月 同社関係会社部専任(現在)

平成18年６月 当社監査役就任(現在)

監査役 　 服　部　元　昭 昭和17年11月27日生

昭和40年４月 ㈱寺岡製作所入社

（注)４ ―

平成６年６月 同社取締役就任

平成16年６月 同社常務取締役就任

平成17年６月 同社専務取締役就任

平成20年６月 当社監査役就任(現在）

平成20年６月 ㈱寺岡製作所常勤監査役就任　(現

在)

計 143

 （注)   １　松丸憲氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２　西野仁、服部元昭の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３　平成20年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

４　平成20年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

５　当社では、経営における意思決定の迅速且つ機動的な実行のため、取締役会の活性化と経営の効率化を図る事を目的に執行役員制度

を導入しております。

執行役員は９名で、経理財務室長　島本和徳、社会システム事業部長　朝倉正文、電子事業部長　梅崎 昭光、半導体・デバイス第一事業

部長　広瀬義隆、半導体・デバイス第二事業部長　大谷豊、産業ソリューション事業部長　室内英行、設備事業部長　宮本孝博、九州支店

長　成相邦人、東北支店長　小林孝治で構成されております。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

　当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、取引先・株主・従業員・社会という全てのステーク

ホルダーに支えられた存在であるとの基本認識のもと、上場企業としての社会的使命と責任を果たすため、経営の行

動・運営方法が公正・公平かつ透明であり、法令を遵守するものでなければならないと考えております。

　内部監査体制を整備し、企業倫理・法令の遵守に努めるとともに、事業の状況及び最新の企業情報等をタイムリーに

提供するなど、ディスクロージャーの充実に努めております。

(1）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

①会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

イ．会社の機関の内容

　当社は、経営における意思決定の迅速且つ機動的な実行のため、取締役会の活性化と経営の効率化を図ること

を目的に、「意思決定・監督」と「執行」を分離する執行役員制度を導入しております。

　取締役会は、迅速かつ的確な経営判断がなされるよう社外取締役１名を含む８名で構成いたしております。定

例取締役会のほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、また、役付取締役等で構成する常務会を補助機関とし

て、経営に関する重要事項について審議・意思決定を行っております。

ロ．内部統制システムの整備の状況

　当社は、コーポレート・ガバナンスを強化するため「業務の適正を確保するための体制」に関する基本方針

を取締役会にて決議いたしました。その基本方針に則って、経営の意思決定及び業務実施に関する各種の社内

規定を定める等により、職務権限を明確にするとともに適切な牽制機能が働く体制を構築しております。

ハ．内部監査及び監査役監査、会計監査の状況

　当社は、内部監査部門として監査部を設置し、監査部長を含む３名の体制で、業務執行から独立した立場で各

事業部等の事業運営活動が法令、社内規定ならびに会社の経営方針や計画に沿って行われているかを検証し、

各事業部等に具体的な助言・勧告を行うことにより、会社の健全性の保持に努めております。内部監査は年間

計画に基づき実施され、その結果は代表取締役・監査役に報告され、実施状況・結果を経営者が定期的に把握

するとともに、適宜対象部門の執行役員がフォローアップを実施しております。

　監査役会は社外監査役２名を含む４名で構成され、監査役会が定めた監査の方針等に従い、取締役会その他重

要な会議に出席するほか、取締役等からその職務の執行状況を聴取し、重要な決裁書類等を閲覧するなどの監

査を実施しております。また、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査し、必要に応じて子会

社から営業の報告を求めるなどの監査も実施しております。なお、会計監査人からは、会計監査の年度計画と監

査結果の報告と説明を受けるなど、相互の連携を高めております。

　会計監査は、監査法人トーマツを会計監査人に選任し、会社法及び金融商品取引法に基づく監査を受けており

ますが、同監査法人及び当社会計監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当社の間には、特別の利害関係

はなく、また、同監査法人はすでに自主的に業務執行社員について、当社の会計監査に一定期間を超えて関与す

ることのないよう措置をとっております。当社は同監査法人との間で、会社法監査と金融商品取引法監査につ

いて監査契約書を締結し、それに基づき報酬を支払っております。当事業年度において業務を執行した公認会

計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成については下記のとおりであります。

・業務を執行した公認会計士の氏名

指定社員　業務執行社員：浅子　正明

指定社員　業務執行社員：丸地　肖幸

・監査業務に係る補助者の構成

公認会計士　４名、会計士補等　４名

ニ．役員報酬及び監査報酬

役員報酬の内容

当社の取締役及び監査役に対する報酬は以下のとおりです。  

区分 支給人員 支給額

取締役（う ち 社 外 取 締 役） 　　　　　 ８名（－名） 　　157百万円 （－百万円）

監査役（う ち 社 外 監 査 役）            ３名（１名） 　　 26百万円 （１百万円）

合計（う ち 社 外 役 員）            11名（１名）  　 184百万円  (１百万円）

（注) １　取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

　　　２  上記の支給額には、当事業年度中に役員賞与として費用処理した51百万円を含んでおります。

      ３  上記のほか、平成19年６月28日開催の第157回定時株主総会決議に基づき、役員退職慰労金を下記のとお　　

　　　　　り支給しております。  退任取締役　１名　３百万円、退任監査役　１名　５百万円　　　　　
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ホ．監査報酬の内容

　公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 　24百万円

　上記以外の業務（財務報告に係る内部統制に関する助言・指導業務）に基づく報酬　０百万円

　会社の機関・内部統制の関係を図表で示します。

②会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係

　社外取締役（１名）は当社の関係会社である三菱電機株式会社の常務執行役であります。

　また社外監査役（２名）のうち１名は三菱電機株式会社の従業員であり、他の１名は株式会社寺岡製作所の常

勤監査役であります。

③会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況

　取締役及び監査役は取締役会その他重要な会議に出席し、法令・定款に定められた事項のほか経営に関する重

要事項を決定するとともに、業務執行状況を監督しています。

④取締役の定数

  当社の取締役は９名以内とする旨定款に定めております。

⑤取締役の選任

  当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

⑥剰余金の配当等の決定機関

  当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を除

き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨定款に定めております。これは、剰余金の配当等を取

締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。

⑦株主総会の特別決議要件

  当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めておりま

す。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的

とするものであります。
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第５【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下

「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２　監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）

の連結財務諸表及び前事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表について、並びに、金融商

品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の連

結財務諸表及び当事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の財務諸表について、監査法人トーマツ

により監査を受けております。

EDINET提出書類

株式会社カナデン(E02580)

有価証券報告書

27/81



１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

　 　
前連結会計年度

(平成19年３月31日)
当連結会計年度

(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％)

（資産の部） 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１　現金及び預金 　  9,969   10,632  

２　受取手形及び売掛金
※２・４

　
 40,627   42,670  

３　有価証券 　  2,610   8,280  

４　たな卸資産 　  6,162   6,101  

５　繰延税金資産 　  812   721  

６　未収入金 　  2,298   2,444  

７　その他 　  1,255   1,115  

貸倒引当金 　  △90   △97  

流動資産合計 　  63,645 83.7  71,869 88.1

Ⅱ　固定資産 　       

１　有形固定資産 　       

(1) 建物及び構築物 　 3,880   3,884   

減価償却累計額 　 2,278 1,602  2,380 1,503  

(2) 機械装置及び運搬具 　 100   100   

減価償却累計額 　 84 16  87 13  

(3) 工具、器具及び備品 　 511   512   

減価償却累計額 　 329 182  407 104  

  (4) 土地 ※３　  3,281   3,281  

  (5) 建設仮勘定 　  －   10  

有形固定資産合計 　  5,082 6.7  4,914 6.0

２　無形固定資産 　  83 0.1  233 0.3

３　投資その他の資産 　       

(1) 投資有価証券 ※１　  6,381   4,013  

(2) 繰延税金資産 　  14   27  

(3) その他 　  891   612  

貸倒引当金 　  △89   △75  

投資その他の資産合計 　  7,198 9.5  4,578 5.6

固定資産合計 　  12,365 16.3  9,726 11.9

資産合計 　  76,010 100.0  81,595 100.0
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前連結会計年度

(平成19年３月31日)
当連結会計年度

(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％)

（負債の部） 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１　支払手形及び買掛金 ※４　  36,923   43,468  

２　未払法人税等 　  1,329   1,192  

３　賞与引当金 　  1,601   1,292  

４　役員賞与引当金 　  60   63  

５　その他 　  2,819   3,098  

流動負債合計 　  42,733 56.2  49,116 60.2

Ⅱ　固定負債 　       

１　退職給付引当金 　  276   315  

２　役員退職慰労引当金 　  134   164  

３　繰延税金負債 　  1,070   228  

４　再評価に係る
繰延税金負債

※３　
　

 420   420  

固定負債合計 　  1,902 2.5  1,129 1.4

負債合計 　  44,636 58.7  50,245 61.6

　 　       

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１　資本金 　  5,576 7.3  5,576 6.8

２　資本剰余金 　  5,363 7.1  5,363 6.6

３　利益剰余金 　  18,319 24.1  19,568 24.0

４　自己株式 　  △143 △0.2  △163 △0.2

　　　株主資本合計 　  29,115 38.3  30,344 37.2

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１　その他有価証券評価
差額金

　  1,668 2.2  452 0.6

２　土地再評価差額金 ※３　  525 0.7  525 0.6

３　為替換算調整勘定 　  15 0.0  △13 △0.0

評価・換算差額等合計 　  2,209 2.9  964 1.2

Ⅲ　少数株主持分 　  49 0.1  40 0.0

　純資産合計 　  31,374 41.3  31,350 38.4

　負債純資産合計 　  76,010 100.0  81,595 100.0
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②【連結損益計算書】

　 　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比

(％)
金額(百万円)

百分比
(％)

Ⅰ　売上高 　  152,297 100.0  166,398 100.0

Ⅱ　売上原価 　  136,057 89.3  150,100 90.2

売上総利益 　  16,239 10.7  16,297 9.8

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１　  12,515 8.3  12,182 7.3

営業利益 　  3,723 2.4  4,114 2.5

Ⅳ　営業外収益 　       

１　受取利息 　 51   102   

２　受取配当金 　 60   72   

３　仕入割引 　 32   45   

４　不動産賃貸料 　 27   23   

５　保険金収入 　 12   15   

６　その他 　 28 213 0.2 47 307 0.2

Ⅴ　営業外費用 　       

１　支払利息 　 13   13   

２　売上割引 　 86   83   

３　手形売却損 　 18   20   

４　債権譲渡損 　 42   42   

５　為替差損 　 18   320   

６　その他 　 13 193 0.1 24 504 0.3

経常利益 　  3,743 2.5  3,917 2.4

Ⅵ　特別利益 　       

１　前期損益修正益 　 1   1   

２　固定資産売却益 ※２　 0   －   

３　投資有価証券売却益 　 －   24   

４　その他 　 0 1 0.0 0 26 0.0

Ⅶ　特別損失 　       

１　固定資産売却損 ※３　 0   －   

２　固定資産除却損 ※４　 2   －   

３　投資有価証券評価損 　 2   －   

４  会員権売却損 　 2   －   

５  寮解約損 　 4   －   

６　事務所解約損 　 4   －   

７　不正取引損失 ※５　 －   323   

８　100周年記念事業費 　 －   117   

９　その他 　 1 18 0.0 86 526 0.3

税金等調整前
当期純利益

　
　

 3,726 2.5  3,417 2.1

法人税、住民税
及び事業税

　
　

1,848   1,396   

法人税等調整額 　 △189 1,659 1.1 69 1,466 0.9

少数株主利益 　  3 0.0  7 0.0

当期純利益 　  2,063 1.4  1,943 1.2

　 　       

EDINET提出書類

株式会社カナデン(E02580)

有価証券報告書

30/81



③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日 残高(百万円） 5,576 5,363 16,849 △117 27,671

連結会計年度中の変動額      

利益処分による剰余金の配当   △277  △277

剰余金の配当   △259  △259

利益処分による役員賞与   △56  △56

当期純利益   2,063  2,063

自己株式の取得    △26 △26

自己株式の処分  0  0 1

従業員奨励福利基金   △0  △0

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額）
     

連結会計年度中の変動額合計

（百万円）
― 0 1,469 △25 1,444

平成19年３月31日 残高(百万円） 5,576 5,363 18,319 △143 29,115

 

評価・換算差額等

 少数株主持分 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

為替換算
 調整勘定 

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日 残高(百万円） 2,098 561 8 2,668 46 30,386

連結会計年度中の変動額       

利益処分による剰余金の配当      △277

剰余金の配当      △259

利益処分による役員賞与      △56

当期純利益      2,063

自己株式の取得      △26

自己株式の処分      1

従業員奨励福利基金      △0

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額）
△430 △35 6 △459 2 △456

連結会計年度中の変動額合計

（百万円）
△430 △35 6 △459 2 987

平成19年３月31日 残高(百万円） 1,668 525 15 2,209 49 31,374

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日 残高(百万円） 5,576 5,363 18,319 △143 29,115

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当   △709  △709

当期純利益   1,943  1,943

自己株式の取得    △20 △20

自己株式の処分  0  1 1

在外子会社資産再評価   14  14

従業員奨励福利基金   △0  △0
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株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額）
     

連結会計年度中の変動額合計

（百万円）
－ 0 1,248 △19 1,229

平成20年３月31日 残高(百万円） 5,576 5,363 19,568 △163 30,344

 

評価・換算差額等

 少数株主持分 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

為替換算
 調整勘定 

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日 残高(百万円） 1,668 525 15 2,209 49 31,374

連結会計年度中の変動額       

剰余金の配当      △709

当期純利益      1,943

自己株式の取得      △20

自己株式の処分      1

在外子会社資産再評価      14

従業員奨励福利基金      △0

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額）
△1,215 － △28 △1,244 △8 △1,253

連結会計年度中の変動額合計

（百万円）
△1,215 － △28 △1,244 △8 △24

平成20年３月31日 残高(百万円） 452 525 △13 964 40 31,350
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

　 　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー 　   

１　税金等調整前当期純利益 　 3,726 3,417

２　減価償却費 　 260 233

３　投資有価証券評価損 　 2 －

４　貸倒引当金の増減額(減少：△) 　 32 25

５　賞与引当金の増減額(減少：△) 　 526 △308

６  役員賞与引当金の増減額(減少：△) 　 60 3

７　退職給付引当金の増減額(減少：△) 　 76 38

８　受取利息及び受取配当金 　 △112 △174

９  支払利息 　 13 13

10　売上債権の増減額(増加：△) 　 △3,545 △2,052

11　たな卸資産の増減額(増加：△) 　 △1,619 45

12　前渡金の増減額(増加：△) 　 △107 74

13　仕入債務の増減額(減少：△) 　 2,300 6,560

14　前受金の増減額(減少：△) 　 659 180

15　未払消費税等の増減額(減少：△) 　 8 3

16　役員賞与の支払額 　 △56 －

17　その他 　 △211 △98

小計 　 2,015 7,962

18　利息及び配当金の受取額 　 118 171

19　利息の支払額 　 △13 △13

20　法人税等の支払額 　 △1,537 △1,542

営業活動によるキャッシュ・フロー 　 583 6,577

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー 　   

１　定期預金の預入による支出 　 △60 △90

２　定期預金の払戻による収入 　 － 333

３　有形固定資産の取得による支出 　 △80 △39

４　有形固定資産の売却による収入 　 0 0

５　無形固定資産の取得による支出 　 △3 △34

６　投資有価証券の取得による支出 　 △43 △14

７　投資有価証券の売却による収入 　 23 337

８　その他 　 68 △45

投資活動によるキャッシュ・フロー 　 △95 446

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 　   

１　配当金の支払額 　 △537 △707

２　その他 　 △27 △19

財務活動によるキャッシュ・フロー 　 △564 △727

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額(減少：△) 　 5 △20

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額(減少：△) 　 △70 6,276

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 　 12,576 12,506

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高
※１　
　

12,506 18,782
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１　連結の範囲

に関する事

項

(1) 連結子会社の数　　　11社

主要な連結子会社の名称

 「第１ 企業の概況　４　関係会社の状況」に

記載しております。

  なお、当連結会計年度に㈱エルピージーブ

レインは㈱カナテックと合併しました。㈱エ

ルピージーブレインは会社名を㈱カナデンブ

レインに変更しております。

(1) 連結子会社の数　　　11社

主要な連結子会社の名称

 「第１ 企業の概況　４　関係会社の状況」に

記載しております。

　

　

(2) 主要な非連結子会社の名称

非連結子会社はありません。

(2) 主要な非連結子会社の名称

同左

２　持分法の適

用に関する

事項

持分法を適用していない関連会社(菱神電子エン

ジニアリング㈱)は、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等から

みて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に

及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重

要性がないため、持分法の適用範囲から除外して

おります。

同左

３　連結子会社

の事業年度

等に関する

事項

科拿電(香港)有限公司、

KANADEN CORPORATION SINGAPORE PTE.

LTD.及び科拿電国際貿易(上海)有限公司の決算

日は12月31日であり、連結決算日との差は３ヶ月

以内であるため連結財務諸表の作成にあたって

は、当該連結子会社の事業年度に係る財務諸表を

使用しております。連結決算日との間に生じた重

要な取引については、連結上必要な調整を行って

おります。

同左

４　会計処理基

準に関する

事項

　

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定しております。)

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

同左

　 時価のないもの

　移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

　

　

②　デリバティブ

時価法

②　デリバティブ

同左

　 ③　たな卸資産

主として移動平均法による原価法

③　たな卸資産

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　

　

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

当社及び国内連結子会社は定率法を採用

し、在外連結子会社は定額法を採用してお

ります。なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

建物　　　　　　　　15～50年

機械及び装置　　　　　　15年

工具、器具及び備品　 2～20年

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

当社及び国内連結子会社は定率法を採用

し、在外連結子会社は定額法を採用してお

ります。なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

建物　　　　　　　　15～50年

機械及び装置　　　　　　15年

工具、器具及び備品　 2～20年

　  （会計方針の変更）

  当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正

に伴い、当連結会計年度より、平成19年４月１日

以降に取得した有形固定資産について、改正後

の法人税法に基づく減価償却の方法に変更して

おります。これによる損益に与える影響は軽微

であります。 

 （追加情報）

　当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に

伴い、平成19年３月31日以前に取得した資産に

ついては、改正前の法人税法に基づく減価償却

の方法の適用により取得価額の５％に到達した

連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額

の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわ

たり均等償却し、減価償却費に含めて計上して

おります。これによる損益に与える影響は軽微

であります。

　 ②　無形固定資産

定額法を採用しております。なお、自社利

用のソフトウェアについては、社内におけ

る利用可能期間(５年)に基づく定額法を

採用しております。

②　無形固定資産

同左

　

　

(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一

般債権については、貸倒実績率による計算

額を、貸倒懸念債権等特定の債権について

は、個別に回収可能性を検討し回収不能見

込額を計上しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

同左

　 ②　賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充

てるため、実際支給見込額の当連結会計年

度負担額を計上しております。

②　賞与引当金

同左

　 ③　役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に充て

るため、実際支給見込額の当連結会計年度

負担額を計上しております。

③　役員賞与引当金

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　 ④　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会

計年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当連結会計年度末

において発生していると認められる額を

計上しております。

過去勤務債務は、発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（14

年）による定額法により按分した額を費

用処理しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(14年)による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処理することとしてお

ります。

④　退職給付引当金

同左

　 ⑤　役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金支給に備えるため内規

に基づく当連結会計年度末要支給額を計

上しております。

⑤　役員退職慰労引当金

同左

　

　

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への

換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。なお、在外子会社

等の資産、負債、収益及び費用は、決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

純資産の部における為替換算調整勘定に含

めております。

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への

換算の基準

同左

　

　

(5) 重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。

(5) 重要なリース取引の処理方法

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　

　

(6) 重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

為替予約等が付されている外貨建金銭債

権債務等については、振当処理を行ってお

ります。

(6) 重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

同左

　

　

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段……為替予約取引

ヘッジ対象……外貨建金銭債権債務

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

　

　

③　ヘッジ方針

当社では、為替予約は通常の営業取引に係

る為替変動リスク回避の目的で実需の範

囲内で利用しており、投機目的のためのデ

リバティブ取引は行っておりません。

③　ヘッジ方針

同左

　

　

(7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

①　消費税等の会計処理

税抜方式であります。

(7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

①　消費税等の会計処理

同左

５　連結子会社

の資産及び

負債の評価

に関する事

項

連結子会社の資産及び負債の評価については、全

面時価評価法を採用しております。

同左

６　のれん及び

負ののれん

の償却に関

する事項

のれんは、発生年度より実質的判断による年数の

見積りが可能なものはその見積り年数で、その他

については５年間で定額法により償却して

おります。

同左

７　連結キャッ

シュ・フ

ロー計算書

における資

金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現

金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価格

の変動について僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に満期日又は償還日の到来す

る短期投資からなっております。

同左
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当連結会計年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」(企業会計基準第５号　平成17年12月９日)
及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号　平成17
年12月９日）を適用しております。
　従来の資本の部の合計に相当する金額は 31,324百万円で
あります。

　なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産の

部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後の連

結財務諸表規則により作成しております。  

  ─────

（企業結合に係る会計基準等）

　当連結会計年度より「企業結合に係る会計基準」(企業会
計審議会 平成15年10月31日)及び「事業分離等に関する会
計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月27日 企業会計
基準第７号)並びに「企業結合会計基準及び事業分離等会計
基準に関する適用指針」（企業会計基準委員会 平成17年
12月27日 企業会計基準適用指針第10号）を適用しており
ます。

  ─────

（役員賞与に関する会計基準）

　当連結会計年度より「役員賞与に関する会計基準」（企

業会計基準第４号　平成17年11月29日）を適用しておりま
す。これにより営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純

利益がそれぞれ60百万円減少しております。
　なお、セグメント情報に与える影響は当該箇所に記載して

おります。  

  ─────

表示方法の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

───── （連結貸借対照表）

　前連結会計年度まで「現金及び預金」に含めて表示して

おりました内国法人の発行する譲渡性預金は、「金融商品

会計に関する実務指針」（日本公認会計士協会　会計制度

委員会報告第14号　平成19年７月４日最終改正）及び「金

融商品会計に関するＱ＆Ａ」（日本公認会計士協会　会計

制度委員会　平成19年11月６日最終改正）において有価証

券として取り扱うこととされたため、当連結会計年度より

「有価証券」に含めて表示しております。　

　なお、前連結会計年度末の「現金及び預金」に含まれてい

る内国法人の発行する譲渡性預金は5,940百万円でありま

す。

───── （連結損益計算書）

　前連結会計年度において、区分掲記していました「固定資

産除却損」（当連結会計年度２百万円）は、特別損失の総

額の100分の10以下となったため、特別損失の「その他」に

含めて表示することとしました。 

　前連結会計年度において、区分掲記していました「事務所

解約損」（当連結会計年度１百万円）は、特別損失の総額

の100分の10以下となったため、特別損失の「その他」に含

めて表示することとしました。
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

※１　関連会社に対するものは次のとおりであります。 ※１　関連会社に対するものは次のとおりであります。

投資有価証券(株式) 9百万円 投資有価証券(株式)  9百万円

※２　受取手形割引高及び裏書譲渡高 ※２　受取手形割引高及び裏書譲渡高

受取手形割引高  1,400百万円

受取手形裏書譲渡高 0百万円

受取手形割引高     1,400百万円

※３　「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31日

公布法律第34号)及び「土地の再評価に関する法律

の一部を改正する法律」(平成13年３月31日公布法

律第19号)に基づき、事業用の土地の再評価を行い、

評価差額については、当該評価差額に係る税金相当

額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の

部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差

額金」として純資産の部に計上しております。

・再評価の方法…「土地の再評価に関する法律施行

令」(平成10年３月31日公布政令第

119号)第２条第４号に定める地価

税法、及び第３号に定める土地課税

台帳に基づき、奥行価格補正等の合

理的な調整を行って算出しており

ます。

・再評価を行った年月日　　平成14年３月31日

・再評価を行った土地の当連結会計年度末における

時価が再評価後の帳簿価額を下回った差額

   251百万円

※３　「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31日

公布法律第34号)及び「土地の再評価に関する法律

の一部を改正する法律」(平成13年３月31日公布法

律第19号)に基づき、事業用の土地の再評価を行い、

評価差額については、当該評価差額に係る税金相当

額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の

部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差

額金」として純資産の部に計上しております。

・再評価の方法…「土地の再評価に関する法律施行

令」(平成10年３月31日公布政令第

119号)第２条第４号に定める地価

税法、及び第３号に定める土地課税

台帳に基づき、奥行価格補正等の合

理的な調整を行って算出しており

ます。

・再評価を行った年月日　　平成14年３月31日

※４　連結会計年度末日満期手形

 　連結会計年度末日満期手形の会計処理について

は、連結会計年度の末日は金融機関の休日でした

が、満期日に決済が行われたものとして処理してお

ります。連結会計年度末日満期手形の金額は、次の

とおりであります。

受取手形 554百万円

割引手形 37百万円

支払手形 362百万円

　

※４　　　　　　　　　─────
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

従業員給料諸手当    3,460百万円

従業員賞与    681百万円

賞与引当金繰入額 1,601百万円

役員賞与引当金繰入額      60百万円

退職給付引当金繰入額    305百万円

役員退職慰労引当金繰入額   35百万円

減価償却費    260百万円
貸倒引当金繰入額 22百万円

従業員給料諸手当    3,605百万円

従業員賞与      722百万円

賞与引当金繰入額    1,292百万円

役員賞与引当金繰入額       63百万円

退職給付引当金繰入額      333百万円

役員退職慰労引当金繰入額     59百万円

減価償却費      233百万円
貸倒引当金繰入額  23百万円

※２　固定資産売却益の内訳 ※２　               ─────

工具、器具及び備品   0百万円  

※３　固定資産売却損の内訳 ※３　               ─────

無形固定資産(電話加入権） 0百万円  

※４　固定資産除却損の内訳 ※４　               ─────

建物 2百万円

工具、器具及び備品等  0百万円

 

※５　               ───── ※５ 不正取引損失 

  当社元社員による架空売上等の不正取引に起因し生じた

不良債権償却及び不良在庫処分等による損失額でありま

す。
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度
増加株式数（千株）

当連結会計年度
減少株式数(千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 34,907 ― ― 34,907

合計 34,907 ― ― 34,907

自己株式     

普通株式（注） 237 34 1 270

合計 237 34 1 270

（注）１　普通株式の自己株式の株式数の増加34千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

　　　２　普通株式の自己株式の株式数の減少１千株は、単元未満株式の売却による減少であります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

    該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日

定時株主総会
普通株式 277 8.0 平成18年３月31日 平成18年６月30日

平成18年11月９日

取締役会
普通株式 259 7.5 平成18年９月30日 平成18年12月８日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年５月10日

取締役会
普通株式 432 利益剰余金 12.5 平成19年３月31日 平成19年６月14日

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度
増加株式数（千株）

当連結会計年度
減少株式数(千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 34,907 ― ― 34,907

合計 34,907 ― ― 34,907

自己株式     

普通株式（注） 270 29 2 297

合計 270 29 2 297

（注）１　普通株式の自己株式の株式数の増加29千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

　　　２　普通株式の自己株式の株式数の減少２千株は、単元未満株式の売却による減少であります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

    該当事項はありません。

３．配当に関する事項
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(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年５月10日

取締役会
普通株式 432 12.5 平成19年３月31日 平成19年６月14日

平成19年11月８日

取締役会
普通株式 276 8.0 平成19年９月30日 平成19年12月７日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年５月14日

取締役会
普通株式 311 利益剰余金 9.0 平成20年３月31日 平成20年６月13日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

記載されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

記載されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定    9,969百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金   △73百万円

有価証券勘定  2,610百万円

現金及び現金同等物   12,506百万円

現金及び預金勘定 10,632百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金   △130百万円

有価証券勘定   8,280百万円

現金及び現金同等物  18,782百万円
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　
機械装置及
び運搬具

工具、器具
及び備品

合計

取得価額
相当額

  62百万円 1,247百万円 1,309百万円

減価償却累
計額相当額

  26百万円   453百万円   479百万円

期末残高
相当額

  35百万円   794百万円   830百万円

　
機械装置及
び運搬具

工具、器具
及び備品

合計

取得価額
相当額

   59百万円 1,265百万円 1,324百万円

減価償却累
計額相当額

   36百万円   580百万円   617百万円

期末残高
相当額

   22百万円   684百万円   707百万円

②　未経過リース料期末残高相当額等

 　　未経過リース料期末残高相当額

②　未経過リース料期末残高相当額等

 　　未経過リース料期末残高相当額

１年内   247百万円

１年超    584百万円

合計   832百万円

１年内   256百万円

１年超   465百万円

合計   721百万円

③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却

費相当額、支払利息相当額及び減損損失

③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却

費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料   278百万円

減価償却費相当額    265百万円

支払利息相当額 16百万円

支払リース料  281百万円

減価償却費相当額     267百万円

支払利息相当額 16百万円

④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

④　減価償却費相当額の算定方法

同左

⑤　利息相当額の算定方法

利息相当額の算定方法はリース料総額とリース物件

の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については、利息法によっております。

⑤　利息相当額の算定方法

同左

２　オペレーティング・リース取引

未経過リース料

２　オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内  21百万円

１年超  3百万円

合計   24百万円

１年内    9百万円

１年超   2百万円

合計     12百万円
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（有価証券関係）

前連結会計年度

１．その他有価証券で時価のあるもの(平成19年３月31日)

　 種類
取得原価
（百万円）

連結貸借対照表
計上額
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の

(1) 株式 3,014 5,784 2,770

(2) その他 30 81 50

小計 3,044 5,865 2,820

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの

(1) 株式 51 43 △7

(2) その他 100 100 △0

小計 151 143 △8

合計 3,196 6,009 2,812

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

23 0 0

３．時価評価されていない主な有価証券の内容(平成19年３月31日)

区分
連結貸借対照表計上額

（百万円）

その他有価証券  

①　非上場株式 362

②　その他(マネー・マネージメント・ファンド) 2,610

合計 2,972

４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額(平成19年３月31日)

区分
１年以内
（百万円）

１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超
(百万円)

①その他 100 78 ― ―

合計 100 78 ― ―

　（注）　当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式等について2百万円の減損処理を行っております。な

お、減損処理にあたっては、当連結会計年度末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て

減損処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減

損処理を行っております。 

当連結会計年度

１．その他有価証券で時価のあるもの(平成20年３月31日)

　 種類
取得原価
（百万円）

連結貸借対照表
計上額
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の

(1) 株式 1,766 2,590 824

(2) その他 30 58 27

小計 1,797 2,649 852
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　 種類
取得原価
（百万円）

連結貸借対照表
計上額
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの

(1) 株式 1,312 1,223 △89

(2) その他 ― ― ―

小計 1,312 1,223 △89

合計 3,109 3,872 762

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

337 24 18

３．時価評価されていない主な有価証券の内容(平成20年３月31日)

区分
連結貸借対照表計上額

（百万円）

その他有価証券  

①　非上場株式 131

②　その他(マネー・マネージメント・ファンド) 2,620

③　その他(譲渡性預金) 5,660

合計 8,412

４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額(平成20年３月31日)

区分
１年以内
（百万円）

１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超
(百万円)

①その他 5,667 49 ― ―

合計 5,667 49 ― ―

　（注）　当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式等について0百万円の減損処理を行っております。な

お、減損処理にあたっては、当連結会計年度末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て

減損処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減

損処理を行っております。 
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（デリバティブ取引関係）

１．取引の状況に関する事項

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

①　取引の内容及び利用目的等

当社グループは、営業目的の輸出入取引による外貨建

債権債務に係る将来の為替相場の変動リスクを回避

する目的で、先物為替予約取引(主として包括予約)を

行っております。

①　取引の内容及び利用目的等

同左

②　取引に対する取組方針

当社グループの取り扱うデリバティブ取引は、原則と

して為替予約取引のみとなっており、通常の輸出入取

引に係る外貨建債権債務の残高の範囲内で行うこと

としております。

②　取引に対する取組方針

同左

③　取引に係るリスクの内容

当社グループが行っている為替予約取引は、為替相場

の変動によるリスクはありません。また、当社グルー

プのデリバティブ取引の契約先はいずれも信用度の

高い国内の銀行であるため、相手先の債務不履行のリ

スクは極めて少ないと判断しております。

③　取引に係るリスクの内容

同左

④　取引に係るリスク管理体制

為替予約取引は、社内規定に基づき、輸出入をしてい

る営業部門の要請により経理部門が行っております。

また、経理部門は、為替予約の状況を把握し、取引内容

を管理しております。

④　取引に係るリスク管理体制

同左

⑤　取引の時価等に関する事項についての補足説明

取引の時価等に関する事項についての契約額等は、あ

くまでもデリバティブ取引における名目的な契約額、

または計算上の想定元本であり、当該金額自体がデリ

バティブ取引のリスクの大きさを示すものではあり

ません。

⑤　取引の時価等に関する事項についての補足説明

同左

２．取引の時価等に関する事項

前連結会計年度末（平成19年３月31日）

ヘッジ会計が適用されている為替予約取引以外は、該当事項はありません。

当連結会計年度末（平成20年３月31日）

ヘッジ会計が適用されている為替予約取引以外は、該当事項はありません。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要
　当社及び国内連結子会社は確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を採用しております。
また、従業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない割増退職
金を支払う場合があります。
　なお、在外連結子会社は確定拠出型制度等を設けております。

２．退職給付債務に関する事項

　
前連結会計年度

(平成19年３月31日)
当連結会計年度

(平成20年３月31日)

(1) 退職給付債務 △6,006百万円 △6,170百万円
(2) 年金資産   5,823百万円 5,165百万円
(3) 未積立退職給付債務(1)＋(2) △183百万円 △1,004百万円
(4) 未認識数理計算上の差異   △493百万円   317百万円
(5) 未認識過去勤務債務（債務の増額）（注）２ 400百万円 371百万円
(6) 連結貸借対照表計上額純額(3)＋(4)＋(5)     △276百万円 △315百万円
(7) 退職給付引当金    △276百万円    　△315百万円

前連結会計年度
(平成19年３月31日) 　

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

　（注）１　子会社は、退職給付債務の算定にあたり簡便法
を採用しております。

２　当社は平成19年１月より年金制度にポイント
制度を導入したことに伴い、過去勤務債務
（債務の増額）が発生しております。

　 　（注）１　　　　　　　同左
 
２　　　　　 ─────

３．退職給付費用に関する事項

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(1) 勤務費用　　(注)２    279百万円 289百万円
(2) 利息費用    109百万円 117百万円
(3) 期待運用収益   △86百万円 △86百万円
(4) 数理計算上の差異の費用処理額   △5百万円 △16百万円
(5) 過去勤務債務の費用処理額 7百万円 29百万円
(6) 退職給付費用(1)＋(2)＋(3)＋(4)＋(5)    305百万円 333百万円

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

　

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　（注) １　上記退職給付費用以外に、割増退職金57百万円を
支払っており、販売費及び一般管理費として
計上しております。

　 　（注) １　上記退職給付費用以外に、割増退職金47百万円を
支払っており、販売費及び一般管理費として
計上しております。また、当社から連結子会社
である㈱カナデンブレインへの転籍実施に伴
う割増退職金33百万円を支払っており、特別
損失の「その他」として計上しております。

２　簡便法を採用している子会社の退職給付費用
は「(1) 勤務費用」に計上しております。

　 ２　　　　　　　同左

　
　　４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　
前連結会計年度

(平成19年３月31日)
当連結会計年度

(平成20年３月31日)

(1) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左
(2) 割引率 2.0％ 同左
(3) 期待運用収益率 1.5％ 同左
(4) 過去勤務債務の処理年数 14年(発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の
一定の年数による定額法に
より費用処理しておりま
す。)

同左

(5) 数理計算上の差異の処理年数 14年(各連結会計年度の発生
時における従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年
数による定額法により翌連
結会計年度から費用処理す
ることとしております。)

同左
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（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。

（税効果会計関係）

前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産  

賞与引当金 647百万円

未払事業税   103百万円

退職給付引当金 110百万円

役員退職慰労引当金 54百万円

貸倒引当金 31百万円

ゴルフ会員権 47百万円

減損損失 15百万円

その他 140百万円

繰延税金資産小計   1,151百万円

評価性引当額  △73百万円

繰延税金資産合計   1,077百万円

繰延税金資産  

賞与引当金   524百万円

未払事業税  92百万円

退職給付引当金  126百万円

役員退職慰労引当金 66百万円

貸倒引当金 27百万円

ゴルフ会員権 46百万円

減損損失 15百万円

その他 158百万円

繰延税金資産小計    1,057百万円

評価性引当額  　 △29百万円

繰延税金資産合計    1,028百万円

繰延税金負債  

在外連結子会社の留保利益   175百万円

その他有価証券評価差額金    1,144百万円

その他 0百万円

繰延税金負債合計   1,321百万円

繰延税金負債の純額    243百万円

繰延税金負債  

在外連結子会社の留保利益     196百万円

その他有価証券評価差額金     310百万円

その他  0百万円

繰延税金負債合計     507百万円

繰延税金資産の純額   520百万円

　（注）繰延税金負債の純額は、連結貸借対照表の以下の

項目に含まれております。

　（注）繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の

項目に含まれております。

流動資産 ― 繰延税金資産 812百万円

固定資産 ― 繰延税金資産 14百万円

固定負債 ― 繰延税金負債    1,070百万円

流動資産 ― 繰延税金資産  721百万円

固定資産 ― 繰延税金資産 27百万円

固定負債 ― 繰延税金負債      228百万円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.69％

(調整)  

交際費等永久に損金に算入さ

れない項目
2.30％

住民税均等割 1.00％

その他 0.53％

税効果会計適用後の法人税等の

負担率
44.52％

法定実効税率 　40.69％

(調整)  

交際費等永久に損金に算入さ

れない項目
3.12％

住民税均等割 1.05％

その他 △1.95％

税効果会計適用後の法人税等の

負担率
42.91％
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　
情通・

デバイス事業
(百万円)

FA・計装
システム事業

(百万円)

設備システム
事業

(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益       

売上高       

(1) 外部顧客に対する

売上高
78,574 39,224 34,498 152,297 ― 152,297

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
88 97 102 287 (287) ―

計 78,662 39,322 34,600 152,585 (287) 152,297

営業費用 76,710 37,236 33,659 147,606 966 148,573

営業利益 1,952 2,085 940 4,978 (1,254) 3,723

Ⅱ　資産、減価償却費

及び資本的支出
      

資産 22,268 15,056 11,660 48,985 27,025 76,010

減価償却費 114 1 0 116 143 260

資本的支出 56 ― 0 56 61 118

　（注) １　事業の区分は、商品の種類・性質、販売市場等の類似性を考慮した区分としております。

２　各区分の主な商品

(1) 情通・デバイス事業……コンピュータ、携帯電話、監視カメラ、赤外線カメラ、セキュリティ機器、AVシス

テム、映像表示装置、無線通信機器、交通管制端末機器、放送機器、航空機用電装

品、メモリー、マイコン、ASIC、パワーデバイス、コネクタ、銅合金、電子応用品並

びにそれらのシステム及び工事

(2) FA・計装システム事業…回転機、配電制御機器、コントローラ、駆動制御装置、放電加工機、レーザ加工機、

産業用ロボット、生産自動化機器、工業計器、電子計測機器並びにそれらのシス

テム及び工事

(3) 設備システム事業………エレベータ、エスカレータ、ビル管理システム、受変電設備機器、無停電電源装置、

車両用電気機器、照明器具、空調機器、住宅設備機器、低温機器、真空予冷装置並

びにそれらのシステム及び工事

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、1,254百万円であります。その主な

ものは、提出会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(27,025百万円)の主なものは、提出会社での余資運用資金

(現金及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)、本社及び支社・支店の土地、建物及び管理部門に係る資産

等であります。

５　減価償却費及び資本的支出には償却費が営業費用に含まれる長期前払費用と同費用に係る償却費が含まれて

おります。

６　会計方針の変更

（役員賞与に関する会計基準）

　当連結会計年度より「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号　平成17年11月29日）を適用し

ております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当連結会計年度の営業費用は、情通・デバ

イス事業が22百万円、FA・計装システム事業が12百万円、設備システム事業が11百万円、消去又は全社が13百

万円それぞれ増加し、営業利益はそれぞれ同額減少しております。 

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　
情通・

デバイス事業
(百万円)

FA・計装
システム事業

(百万円)

設備システム
事業

(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益       

売上高       
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情通・

デバイス事業
(百万円)

FA・計装
システム事業

(百万円)

設備システム
事業

(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

(1) 外部顧客に対する

売上高
81,072 39,511 45,814 166,398 ― 166,398

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
56 78 18 154 (154) ―

計 81,129 39,590 45,833 166,552 (154) 166,398

営業費用 79,476 37,257 44,578 161,312 970 162,283

営業利益 1,652 2,332 1,254 5,239 (1,124) 4,114

Ⅱ　資産、減価償却費

及び資本的支出
      

資産 23,566 13,875 13,570 51,012 30,582 81,595

減価償却費 96 2 0 99 133 233

資本的支出 10 0 3 14 205 219

　（注) １　事業の区分は、商品の種類・性質、販売市場等の類似性を考慮した区分としております。

２　各区分の主な商品

(1) 情通・デバイス事業……コンピュータ、携帯電話、監視カメラ、赤外線カメラ、セキュリティ機器、AVシス

テム、映像表示装置、無線通信機器、交通管制端末機器、放送機器、航空機用電装

品、メモリー、マイコン、ASIC、パワーデバイス、コネクタ、銅合金、電子応用品並

びにそれらのシステム及び工事

(2) FA・計装システム事業…回転機、配電制御機器、コントローラ、駆動制御機器、放電加工機、レーザ加工機、

産業用ロボット、生産自動化機器、工業計器、電子計測機器並びにそれらのシス

テム及び工事

(3) 設備システム事業………エレベータ、エスカレータ、ビル管理システム、受変電設備機器、無停電電源装置、

車両用電気機器、照明器具、空調機器、住宅設備機器、低温機器、真空予冷装置並

びにそれらのシステム及び工事

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、1,124百万円であります。その主な

ものは、提出会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(30,582百万円)の主なものは、提出会社での余資運用資金

(現金及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)、本社及び支社・支店の土地、建物及び管理部門に係る資産

等であります。

５　減価償却費及び資本的支出には償却費が営業費用に含まれる長期前払費用と同費用に係る償却費が含まれて

おります。
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度及び当連結会計年度における全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の

合計額に占める本邦の割合が、いずれも90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略してお

ります。

【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　 アジア 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 33,410 33,410

Ⅱ　連結売上高（百万円） ― 152,297

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 21.9 21.9

（注）１　国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域は以下のとおりであります。

アジア ： シンガポール、中国

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　 アジア 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 33,327 33,327

Ⅱ　連結売上高（百万円） ― 166,398

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 20.0 20.0

（注）１　国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域は以下のとおりであります。

アジア ： シンガポール、中国

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

(1)　親会社及び法人主要株主等

属性
会社等
の名称

住所
資本金

(百万円)
事業の内容

議決権等の
被所有割合

(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼務等
事業上
の関係

その他

の関係

会社

三菱電機㈱

東京都

千代田

区

175,820
電機機器の

製造

直接 25.4

間接　0.1

兼任

２人

当社は三

菱電機㈱

の代理店

・特約店

商品の売上 2,764
売掛金

前渡金

690

115

商品の仕入 55,751

買掛金

未収入金

前受金

10,822

1,265

0

上記取引に

係る仕入割

引

31 ― ―

　（注) １　取引条件及び取引条件の決定方針等

売上高、仕入高及び仕入割引についての価格その他の取引条件は、市場の実勢を参考に折衝の上取引価格を

決定しております。

２　議決権等の被所有割合

関係会社である三菱電機㈱が25.4％直接所有し、その子会社である三菱電機住環境システムズ㈱他計４社が

0.1％を間接所有しております。

３　消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますので、取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税

等を含んでおります。

　

(2)　兄弟会社等

属性
会社等
の名称

住所
資本金

(百万円)
事業の内容

議決権等の
被所有割合

(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼務等
事業上
の関係

 その他

の関係

会社の

子会社

三菱電機住

環境システ

ムズ㈱

東京都

台東区
2,627

住宅設備機

器及び家庭

電気機器の

販売

0.0 無

同社製品

等の販売

・仕入

商品の売上 63 売掛金 11

商品の仕入 6,053

支払手形

買掛金 

未収入金

12

1,936

310

　（注) １　取引条件及び取引条件の決定方針等

売上高、仕入高についての価格その他の取引条件は、市場の実勢を参考に折衝の上取引価格を決定しており

ます。

２　消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますので、取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税

等を含んでおります。

　

属性
会社等
の名称

住所
資本金

(百万円)
事業の内容

議決権等の
所有（被所
有）割合

(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼務等
事業上
の関係

 その他

の関係

会社の

子会社

三菱電機ビ

ルテクノ

サービス㈱

東京都

千代田

 区

5,000

昇降機設

備、冷凍・

空調設備等

の保守・修

理、ビルの

総合管理運

営

― 無

同社製品

等の販売

・仕入

商品の売上 2,116 売掛金 449

商品の仕入 4,278

支払手形

買掛金 

未収入金

 前受金

52

1,355

59

75

　（注) １　取引条件及び取引条件の決定方針等

売上高、仕入高についての価格その他の取引条件は、市場の実勢を参考に折衝の上取引価格を決定しており

ます。

２　消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますので、取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税

等を含んでおります。

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

(1)　親会社及び法人主要株主等
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属性
会社等
の名称

住所
資本金

(百万円)
事業の内容

議決権等の
被所有割合

(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼務等
事業上
の関係

その他

の関係

会社

三菱電機㈱

東京都

千代田

区

175,820
電機機器の

製造

直接 25.4

間接　0.1

兼任

２人

当社は三

菱電機㈱

の代理店

・特約店

商品の売上 3,157
売掛金

前受金

722

0

商品の仕入 66,131

買掛金

未収入金

前渡金

15,228

1,373

24

上記取引に

係る仕入割

引

44 ― ―

　（注) １　取引条件及び取引条件の決定方針等

売上高、仕入高及び仕入割引についての価格その他の取引条件は、市場の実勢を参考に折衝の上取引価格を

決定しております。

２　議決権等の被所有割合

関係会社である三菱電機㈱が25.4％直接所有し、その子会社である三菱電機住環境システムズ㈱他計４社が

0.1％を間接所有しております。

３　消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますので、取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税

等を含んでおります。

　

(2)　兄弟会社等

属性
会社等
の名称

住所
資本金

(百万円)
事業の内容

議決権等の
被所有割合

(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼務等
事業上
の関係

 その他

の関係

会社の

子会社

三菱電機住

環境システ

ムズ㈱

東京都

台東区
2,627

住宅設備機

器及び家庭

電気機器の

販売

0.0 無

同社製品

等の販売

・仕入

商品の売上 55 売掛金 8

商品の仕入 5,446

支払手形

買掛金 

未収入金

7

1,746

238

 その他

の関係

会社の

子会社

三菱電機ビ

ルテクノ

サービス㈱

東京都

千代田

 区

5,000

昇降機設

備、冷凍・

空調設備等

の保守・修

理、ビルの

総合管理運

営

― 無

同社製品

等の販売

・仕入

商品の売上 2,003
売掛金 

前受金

338

52

商品の仕入 8,966

支払手形

買掛金 

未収入金

57

2,755

56

 その他

の関係

会社の

子会社

三菱電機プ

ラントエン

ジニアリン

グ㈱

東京都

台東区
350

重電関係プ

ラント及び

機器のメン

テナンス

サービス並

びにエンジ

ニアリング

0.0 無

同社製品

等の販売

・仕入

商品の売上 126 売掛金 29

商品の仕入 1,511

支払手形

買掛金 

未収入金

4

956

8

　（注) １　取引条件及び取引条件の決定方針等

売上高、仕入高についての価格その他の取引条件は、市場の実勢を参考に折衝の上取引価格を決定しており

ます。

２　消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますので、取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税

等を含んでおります。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額   904.38円

１株当たり当期純利益 59.55円

１株当たり純資産額         904.64円

１株当たり当期純利益      56.14円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在

株式が存在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在

株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当期純利益（百万円） 2,063 1,943

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,063 1,943

普通株式の期中平均株式数（千株） 34,655 34,621
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

その他の有利子負債

流動負債「その他」

(受入保証金)

743 687 1.75 ―

合計 743 687 ― ―

　（注）「平均利率」については、受入保証金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

（２）【その他】

該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

　 　
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比

(％)
金額(百万円)

構成比
(％)

（資産の部） 　       

Ⅰ　流動資産 　       
１　現金及び預金 　  8,694   9,174  

２　受取手形
※１・

２・４　
 6,200   7,063  

３　売掛金 ※１　  33,041   34,150  

４　有価証券 　  2,610   8,280  

５　商品 　  5,360   5,536  

６　前渡金 ※１　  115   30  

７　前払費用 　  106   86  

８　繰延税金資産 　  768   647  

９　未収入金 ※１　  1,785   2,014  

10　未収消費税等 　  975   948  

11　その他 　  53   18  

貸倒引当金 　  △82   △88  

流動資産合計 　  59,628 82.4  67,862 87.0

Ⅱ　固定資産 　       

１　有形固定資産 　       

(1) 建物 　 3,799   3,807   

減価償却累計額 　 2,243 1,556  2,340 1,466  

(2) 機械及び装置 　 100   100   

減価償却累計額 　 84 16  87 13  

(3) 工具、器具及び備品 　 374   378   

減価償却累計額 　 223 150  295 82  

(4) 土地 ※３　  3,281   3,281  

(5) 建設仮勘定 　  －   10  

有形固定資産合計 　  5,005 6.9  4,855 6.2

２　無形固定資産 　       

(1) ソフトウェア 　  41   37  

(2) ソフトウェア仮勘定 　  －   154  

(3) その他 　  29   29  

無形固定資産合計 　  71 0.1  222 0.3

　 　       

３　投資その他の資産 　       

(1) 投資有価証券 　  5,304   3,246  

(2) 関係会社株式 　  1,666   1,368  

(3) 破産更生債権等 　  69   53  

(4) 長期前払費用 　  9   10  

(5) その他 　  713   440  

貸倒引当金 　  △88   △75  

投資その他の資産合計 　  7,673 10.6  5,043 6.5

固定資産合計 　  12,750 17.6  10,121 13.0

資産合計 　  72,379 100.0  77,984 100.0
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前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比

(％)
金額(百万円)

構成比
(％)

（負債の部） 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１　支払手形
※１・

４　
 2,233   2,515  

２　買掛金 ※１　  33,156   39,615  

３　未払金 　  592   813  

４　未払法人税等 　  1,277   1,146  

５　前受金 　  814   943  

６　預り金 　  62   41  

７　賞与引当金 　  1,440   1,147  

８  役員賞与引当金 　  47   52  

９　受入保証金 　  748   693  

10　その他 　  188   139  

流動負債合計 　  40,561 56.1  47,108 60.4

Ⅱ　固定負債 　       

　１　退職給付引当金 　  197   233  

２　役員退職慰労引当金 　  90   135  

３　繰延税金負債 　  894   32  

４　再評価に係る
繰延税金負債

※３　
　
　

 420   420  

固定負債合計 　  1,602 2.2  821 1.1

負債合計 　  42,163 58.3  47,929 61.5

　 　       

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１　資本金 　  5,576 7.7  5,576 7.1

２　資本剰余金 　       

(1）資本準備金 　 5,359   5,359   

(2）その他資本剰余金 　 4   4   

　資本剰余金合計 　  5,363 7.4  5,363 6.9

３　利益剰余金 　       

(1）利益準備金 　 588   588   

(2）その他利益剰余金 　       

別途積立金 　 14,140   15,140   

繰越利益剰余金 　 2,497   2,571   

　利益剰余金合計 　  17,226 23.8  18,299 23.5

４　自己株式 　  △143 △0.2  △163 △0.2

　株主資本合計 　  28,022 38.7  29,076 37.3

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１　その他有価証券評価
差額金

　  1,668 2.3  452 0.6

２　土地再評価差額金
※３　
　

 525 0.7  525 0.6

評価・換算差額等合計 　  2,193 3.0  977 1.2

　純資産合計 　  30,215 41.7  30,054 38.5

　負債純資産合計 　  72,379 100.0  77,984 100.0
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②【損益計算書】

　 　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分 注記
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円) 百分比
(％)

Ⅰ　売上高 　       

１　商品売上高 　 143,104   157,420   

２　受入手数料 　 240 143,344 100.0 290 157,710 100.0
Ⅱ　売上原価 　       

１　期首商品棚卸高 　 3,992   5,360   

２　当期商品仕入高 ※２　 131,010   144,084   

合計 　 135,003   149,445   

３　期末商品棚卸高 　 5,360 129,642 90.4 5,536 143,908 91.3
売上総利益 　  13,701 9.6  13,801 8.7

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１　  10,239 7.2  9,974 6.3
営業利益 　  3,462 2.4  3,827 2.4

Ⅳ　営業外収益 　       

１　受取利息 　 36   87   

２　受取配当金 ※２　 92   104   

３　仕入割引 ※２　 32   45   

４　不動産賃貸料 　 78   73   

５　保険金収入 　 8   13   

６　その他 　 22 270 0.2 40 365 0.2
Ⅴ　営業外費用 　       

１　支払利息 　 13   13   

２　売上割引 　 86   83   

３　手形売却損 　 18   20   

４　債権譲渡損 　 42   42   

５　為替差損 　 17   322   

６　その他 　 13 190 0.1 22 504 0.3
経常利益 　  3,542 2.5  3,687 2.3

Ⅵ　特別利益 　       

  １　前期損益修正益 　 0   1   

  ２　固定資産売却益 ※３　 0   －   

　３　投資有価証券売却益 　 －   24   

４　その他 　 0 0 0.0 － 25 0.0
Ⅶ　特別損失 　       

１　固定資産除却損 ※４　 2   －   

２　投資有価証券評価損 　 2   －   

３  会員権売却損 　 2   －   

４  寮解約損 　 4   －   

５　事務所解約損 　 1   －   

６　不正取引損失 ※５　 －   323   

７　100周年記念事業費 　 －   117   

８　その他 　 0 13 0.0 71 511 0.3
税引前当期純利益 　  3,529 2.5  3,201 2.0
法人税、住民税
及び事業税

　
　 1,756   1,325   

法人税等調整額 　 △239 1,517 1.1 92 1,418 0.9

当期純利益 　  2,012 1.4  1,783 1.1
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

 
資本
準備金

その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計 別途

積立金
繰越利益
剰余金

平成18年３月31日 残高(百万円） 5,576 5,359 3 5,363 588 13,240 1,965 15,793 △117 26,614

事業年度中の変動額           

別途積立金      900 △900 ―  ―

利益処分による剰余金の配当       △277 △277  △277

剰余金の配当       △259 △259  △259

利益処分による役員賞与       △42 △42  △42

当期純利益       2,012 2,012  2,012

自己株式の取得         △26 △26

自己株式の処分   0 0     0 1

株主資本以外の項目の事業年度

中の変動額（純額）
          

事業年度中の変動額合計(百万円） ― ― 0 0 ― 900 532 1,432 △25 1,407

平成19年３月31日 残高(百万円） 5,576 5,359 4 5,363 588 14,140 2,497 17,226 △143 28,022

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

土地再評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日 残高(百万円） 2,098 561 2,659 29,274

事業年度中の変動額     

別途積立金    ―

利益処分による剰余金の配当    △277

剰余金の配当    △259

利益処分による役員賞与    △42

当期純利益    2,012

自己株式の取得    △26

自己株式の処分    1

株主資本以外の項目の事業年度

中の変動額（純額）
△430 △35 △466 △466

事業年度中の変動額合計(百万円） △430 △35 △466 940

平成19年３月31日 残高(百万円） 1,668 525 2,193 30,215

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

 
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

 
資本
準備金

その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計 別途

積立金
繰越利益
剰余金

平成19年３月31日 残高(百万円） 5,576 5,359 4 5,363 588 14,140 2,497 17,226 △143 28,022

事業年度中の変動額           

別途積立金      1,000 △1,000 －  －

剰余金の配当       △709 △709  △709
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株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

 
資本
準備金

その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計 別途

積立金
繰越利益
剰余金

当期純利益       1,783 1,783  1,783

自己株式の取得         △20 △20

自己株式の処分   0 0     1 1

株主資本以外の項目の事業年度

中の変動額（純額）
          

事業年度中の変動額合計(百万円） － － 0 0 － 1,000 73 1,073 △19 1,054

平成20年３月31日 残高(百万円） 5,576 5,359 4 5,363 588 15,140 2,571 18,299 △163 29,076

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

土地再評価差額金 評価・換算差額等合計

平成19年３月31日 残高(百万円） 1,668 525 2,193 30,215

事業年度中の変動額     

別途積立金    －

剰余金の配当    △709

当期純利益    1,783

自己株式の取得    △20

自己株式の処分    1

株主資本以外の項目の事業年度

中の変動額（純額）
△1,215 － △1,215 △1,215

事業年度中の変動額合計(百万円） △1,215 － △1,215 △161

平成20年３月31日 残高(百万円） 452 525 977 30,054
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

同左

　

　

(2) その他有価証券

①時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定しております。）

(2) その他有価証券

①時価のあるもの

同左

　

　

②時価のないもの

移動平均法による原価法

②時価のないもの

同左

２　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

移動平均法による原価法 同左

３　固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

(1) 有形固定資産

定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物 15～50年

機械及び装置 15年

工具、器具及び備品 ２～20年

建物 15～50年

機械及び装置 15年

工具、器具及び備品 ２～20年

（会計方針の変更）

  法人税法の改正に伴い、当事業年度よ

り平成19年４月１日以降に取得した有形

固定資産について、改正後の法人税法に

基づく減価償却の方法に変更しておりま

す。これによる損益に与える影響は軽微

であります。 

 （追加情報）

　法人税法改正に伴い、平成19年３月31日

以前に取得した資産については、改正前

の法人税法に基づく減価償却の方法の適

用により取得価額の５％に到達した事業

年度の翌事業年度より、取得価額の５％

相当額と備忘価額との差額を５年間にわ

たり均等償却し、減価償却費に含めて計

上しております。これによる損益に与え

る影響は軽微であります。

　

　

(2) 無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法を採用しておりま

す。

(2) 無形固定資産

同左
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項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

４　外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。

なお、為替予約の振当処理の対象となって

いる外貨建金銭債権債務については、当該

為替予約の円貨額に換算しております。

同左

５　引当金の計上基準

　

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については、貸倒実績率

による計算額を、貸倒懸念債権等特定

の債権については、個別に回収可能性

を検討し回収不能見込額を計上して

おります。

(1) 貸倒引当金

同左

　

　

(2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、実際支給見込額の当事

業年度負担額を計上しております。

(2) 賞与引当金

同左

　

　

(3) 役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、実際支給見込額の当事業

年度負担額を計上しております。 

(3) 役員賞与引当金

同左

　

　

(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、当事業年

度末において発生していると認めら

れる額を計上しております。

 過去勤務債務は、発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（14年）による定額法により按

分した額を費用処理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発

生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(14年)による

定額法により按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費用処理する

こととしております。

(4) 退職給付引当金

同左

　

　

(5) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金支給に備えるため

内規に基づく当事業年度末要支給額

を計上しております。

(5) 役員退職慰労引当金

同左

６　リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

同左
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項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

７　ヘッジ会計の方法

　

(1) ヘッジ会計の方法

為替予約が付されている外貨建金銭

債権債務については、振当処理を行っ

ております。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

　

　

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段……為替予約取引

ヘッジ対象……外貨建金銭債権債務

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

　

　

(3) ヘッジ方針

当社では、為替予約は通常の営業取引

に係る為替変動リスク回避の目的で

実需の範囲内で利用しており、投機目

的のためのデリバティブ取引は行っ

ておりません。

(3) ヘッジ方針

同左

８　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

(1) 消費税等の会計処理

税抜方式であります。

(1) 消費税等の会計処理

同左
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会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」(企業会計基準第５号　平成17年12月９日)及

び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号　平成17年12

月９日）を適用しております。

　従来の資本の部の合計に相当する金額は30,215百万円で

あります。 

  ─────

（企業結合に係る会計基準等）

　当事業年度より「企業結合に係る会計基準」（企業会計

審議会　平成15年10月31日）及び「事業分離等に関する会

計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月27日　企業

会計基準第７号）並びに「企業結合会計基準及び事業分

離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準委員会　

平成17年12月27日　企業会計基準適用指針第10号）を適用

しております。

  ─────

（役員賞与に関する会計基準）

　当事業年度より「役員賞与に関する会計基準」（企業会

計基準第４号　平成17年11月29日）を適用しております。

これにより営業利益、経常利益及び税引前当期純利益がそ

れぞれ47百万円減少しております。

  ─────

表示方法の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

──────── （貸借対照表）

 前事業年度まで「現金及び預金」に含めて表示しており

ました内国法人の発行する譲渡性預金は、「金融商品会計

に関する実務指針」（日本公認会計士協会　会計制度委員

会報告第14号　平成19年７月４日最終改正）及び「金融商

品会計に関するＱ＆Ａ」（日本公認会計士協会　会計制度

委員会　平成19年11月６日最終改正）において有価証券と

して取り扱うこととされたため、当事業年度より「有価証

券」に含めて表示しております。

　なお、前事業年度末の「現金及び預金」に含まれている

内国法人の発行する譲渡性預金は5,940百万円であります。
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

※１　関係会社項目

関係会社に対する資産、負債には区分掲記されたも

ののほか、次のものがあります。

※１　関係会社項目

関係会社に対する資産、負債には区分掲記されたも

ののほか、次のものがあります。

受取手形  5百万円

売掛金 1,052百万円

前渡金 115百万円

未収入金  1,283百万円

短期貸付金(流動資産「その他」) 35百万円

支払手形 4百万円

買掛金  11,316百万円

売掛金   1,126百万円

前渡金   24百万円

未収入金   1,384百万円

支払手形  9百万円

買掛金  22,243百万円

※２　受取手形割引残高は1,400百万円であります。 ※２　受取手形割引残高は1,400百万円であります。

※３　土地の再評価に関する法律 (平成10年３月31日公布

法律第34号)及び「土地の再評価に関する法律の一

部を改正する法律」(平成13年３月31日公布法律第

19号)に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価

差額については、当該評価差額に係る税金相当額を

「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に

計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額

金」として純資産の部に計上しております。

・再評価の方法

「土地の再評価に関する法律施行令」(平成10年３

月31日公布政令第119号)第２条第４号に定める地

価税法、及び第３号に定める土地課税台帳に基づ

き、奥行価格補正等の合理的な調整を行って算出し

ております。

・再評価を行った年月日　　平成14年３月31日

・再評価を行った土地の当期末における時価が再評

価後の帳簿価額を下回った差額　　　 251百万円

※３　土地の再評価に関する法律 (平成10年３月31日公布

法律第34号)及び「土地の再評価に関する法律の一

部を改正する法律」(平成13年３月31日公布法律第

19号)に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価

差額については、当該評価差額に係る税金相当額を

「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に

計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額

金」として純資産の部に計上しております。

・再評価の方法

「土地の再評価に関する法律施行令」(平成10年３

月31日公布政令第119号)第２条第４号に定める地

価税法、及び第３号に定める土地課税台帳に基づ

き、奥行価格補正等の合理的な調整を行って算出し

ております。

・再評価を行った年月日　　平成14年３月31日

※４　事業年度末日満期手形

 事業年度末日満期手形の会計処理については、当事

業年度の末日は金融機関の休日でしたが、満期日に

決済が行われたものとして処理しております。当事

業年度末日満期手形の金額は、次のとおりでありま

す。

受取手形 551百万円

割引手形 37百万円

支払手形 361百万円

※４　　　　　　　────────
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は
次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は
次のとおりであります。

旅費交通費 503百万円

従業員給料諸手当 2,866百万円

従業員賞与 549百万円

賞与引当金繰入額  1,440百万円

役員賞与引当金繰入額 47百万円

退職給付引当金繰入額 272百万円

役員退職慰労引当金繰入額  29百万円

法定福利費   670百万円

減価償却費   232百万円

貸倒引当金繰入額 20百万円

旅費交通費    515百万円

従業員給料諸手当     2,937百万円

従業員賞与 587百万円

賞与引当金繰入額    1,147百万円

役員賞与引当金繰入額 51百万円

退職給付引当金繰入額 297百万円

役員退職慰労引当金繰入額  53百万円

法定福利費    614百万円

減価償却費    209百万円

貸倒引当金繰入額 23百万円

おおよその割合は以下のとおりであります。 おおよその割合は以下のとおりであります。

販売費 81.5％
一般管理費 18.5％

販売費 82.2％
一般管理費 17.8％

※２　関係会社項目
関係会社に対する取引は次のものがあります。

※２　関係会社項目
関係会社に対する取引は次のものがあります。

仕入高 57,322百万円
受取配当金 41百万円
仕入割引 31百万円

仕入高    67,679百万円
受取配当金 44百万円
仕入割引 44百万円

この他、関係会社との取引にかかわる営業外収益が
52百万円あります。

この他、関係会社との取引にかかわる営業外収益が
49百万円あります。

※３　固定資産売却益の内訳 ※３　　　　　　　────────

工具、器具及び備品 0百万円  

※４　固定資産除却損の内訳 ※４　　　　　　　────────
建物 2百万円
工具、器具及び備品等 0百万円

 

※５　　　　　　　──────── ※５ 不正取引損失 

  当社元社員による架空売上等の不正取引に起因し生じた

不良債権償却及び不良在庫処分等による損失額でありま

す。

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末
株式数（千株）

当事業年度増加
株式数（千株）

当事業年度減少
株式数（千株）

当事業年度末
株式数（千株）

普通株式 237 34 1 270

合計 237 34 1 270

（注）１　普通株式の自己株式の株式数の増加34千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

　　　２　普通株式の自己株式の株式数の減少１千株は、単元未満株式の売却による減少であります。

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末
株式数（千株）

当事業年度増加
株式数（千株）

当事業年度減少
株式数（千株）

当事業年度末
株式数（千株）

普通株式 270 29 2 297

合計 270 29 2 297

（注）１　普通株式の株式数の増加29千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

　　　２　普通株式の株式数の減少２千株は、単元未満株式の売却による減少であります。
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　 車両運搬具
工具、器具
及び備品

合計

取得価額
相当額

 49百万円 1,176百万円 1,225百万円

減価償却累
計額相当額

21百万円 416百万円 438百万円

期末残高
相当額

27百万円 759百万円 787百万円

　 車両運搬具
工具、器具
及び備品

合計

取得価額
相当額

49百万円 1,197百万円 1,246百万円

減価償却累
計額相当額

  31百万円  536百万円 568百万円

期末残高
相当額

 17百万円  660百万円  678百万円

②　未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

②　未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内   231百万円

１年超 558百万円

合計 790百万円

１年内     241百万円

１年超   450百万円

合計 691百万円

③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却

費相当額、支払利息相当額及び減損損失

③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却

費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 261百万円

減価償却費相当額 249百万円

支払利息相当額 15百万円

支払リース料 264百万円

減価償却費相当額  250百万円

支払利息相当額 16百万円

④　減価償却費相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年

数とし、残存価額を零とする定額法によっておりま

す。

④　減価償却費相当額の算定方法

同左

⑤　利息相当額の算定方法

利息相当額の算定方法は、リース料総額とリース物件

の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については、利息法によっております。

⑤　利息相当額の算定方法

同左
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（有価証券関係）

前事業年度(平成19年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

時価のある子会社株式及び関連会社株式は所有しておりません。

当事業年度(平成20年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

時価のある子会社株式及び関連会社株式は所有しておりません。

（税効果会計関係）

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産  

賞与引当金 586百万円

未払事業税 99百万円

退職給付引当金 80百万円

役員退職慰労引当金 36百万円

貸倒引当金 31百万円

ゴルフ会員権 47百万円

減損損失 15百万円

その他 120百万円

繰延税金資産合計 1,017百万円

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 1,144百万円

繰延税金負債合計 1,144百万円

繰延税金負債の純額 126百万円

繰延税金資産  

賞与引当金 466百万円

未払事業税 90百万円

退職給付引当金 94百万円

役員退職慰労引当金 54百万円

貸倒引当金 27百万円

ゴルフ会員権 46百万円

減損損失 15百万円

その他 128百万円

繰延税金資産合計   925百万円

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金   310百万円

繰延税金負債合計   310百万円

繰延税金資産の純額  614百万円

（注）繰延税金負債の純額は、貸借対照表の以下の項目

に含まれております。

（注）繰延税金負債の純額は、貸借対照表の以下の項目

に含まれております。

流動資産―繰延税金資産 768百万円

固定負債―繰延税金負債 894百万円

流動資産―繰延税金資産 647百万円

固定負債―繰延税金負債 32百万円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.69％

(調整)  

交際費等永久に損金に算入され

ない項目
2.21％

受取配当金等永久に益金に算入

されない項目
△0.65％

住民税均等割額 0.97％

その他 △0.23％

税効果会計適用後の法人税等の

負担率
42.99％

法定実効税率 40.69％

(調整)  

交際費等永久に損金に算入され

ない項目
2.99％

受取配当金等永久に益金に算入

されない項目
△0.76％

住民税均等割額 1.04％

その他 0.34％

税効果会計適用後の法人税等の

負担率
44.30％
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 872.36円

１株当たり当期純利益 58.06円

１株当たり純資産額 868.37円

１株当たり当期純利益  51.51円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在

株式が存在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在

株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当期純利益（百万円） 2,012 1,783

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,012 1,783

普通株式の期中平均株式数（千株） 34,655 34,621
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券)   

(その他有価証券)   

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・

グループ
988,045 849

㈱みずほフィナンシャル

グループ
1,357 495

㈱横浜銀行 569,978 385

東海旅客鉄道㈱ 229 235

東日本旅客鉄道㈱ 150 124

三菱倉庫㈱ 92,400 118

横河電機㈱ 104,621 104

西日本旅客鉄道㈱ 200 87

㈱寺岡製作所 127,279 77

北沢産業㈱ 197,333 59

その他64銘柄 1,041,305 648

計 3,122,899 3,187

【その他】

種類及び銘柄 投資口数等(口) 貸借対照表計上額(百万円)

(有価証券)   

(その他有価証券)   

三菱ＵＦＪ証券㈱　ＭＭＦ 2,620,542,957 2,620

譲渡性預金 5,660,000,000 5,660

(投資有価証券)   

(その他有価証券)   

証券投資信託の受益証券(３銘柄) 10,000 58

計 8,280,552,957 8,339
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高

(百万円)
当期増加額

(百万円)
当期減少額

(百万円)
当期末残高

(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累計
額(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高

(百万円)

有形固定資産        

建物 3,799 7 － 3,807 2,340 97 1,466

機械及び装置 100 － － 100 87 3 13

工具、器具及び備品 374 7 3 378 295 74 82

土地 3,281 － － 3,281 － － 3,281

建設仮勘定 － 10 － 10 － － 10

有形固定資産計 7,556 25 3 7,578 2,723 175 4,855

無形固定資産        

ソフトウェア 228 26 68 186 148 29 37

ソフトウェア仮勘定 － 154 － 154 － － 154

その他 34 － － 34 4 0 29

無形固定資産計 262 181 68 375 152 30 222

長期前払費用 25 6 13 18 7 4 10

　（注）当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。

　　　　　ソフトウェア仮勘定　　基幹系システム構築　　154百万円

【引当金明細表】

区分
前期末残高

(百万円)
当期増加額

(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 171 164 30 140 164

賞与引当金 1,440 1,147 1,440 － 1,147

役員賞与引当金 47 51 47 － 52

役員退職慰労引当金 90 53 8 － 135

　（注）貸倒引当金の当期減少額の「その他」は、洗替による戻入額であります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

イ　現金及び預金

区分 金額(百万円)

現金 270

預金  

当座預金 1,438

郵便振替 0

普通預金 134

別段預金 10

定期預金 7,320

小計 8,904

合計 9,174

ロ　受取手形(割引手形を除く)

相手先別内訳

相手先 金額(百万円)

大成建設㈱ 962

㈱伸興 301

関工商事㈱ 287

中央電機㈱ 236

㈱フジテレビジョン 202

その他 5,072

合計 7,063

決済期日別内訳

期日 平成20年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月以降 合計

金額(百万円) 1,481 2,024 1,947 1,298 277 33 7,063

ハ　売掛金

相手先別内訳

相手先 金額(百万円)

東日本旅客鉄道㈱ 1,578

Global Brands Manufacture Ltd. 1,244

Celestica electronics (M) Sdn.Bhd. 1,237

㈱大林組 1,163

国土交通省 1,129

その他 27,797

合計 34,150

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況
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前期繰越高

(百万円)

当期発生高

(百万円)

当期回収高

(百万円)

次期繰越高

(百万円)

回収率

(％)

売掛滞留日数

(日)

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
365

33,041 163,832 162,724 34,150 82.7 74.8

　（注）　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、当期発生高には消費税等が含まれております。

ニ　棚卸資産

商品

品名 金額(百万円)

情通・デバイス 4,173

FA・計装システム 814

設備システム 549

合計 5,536

②　流動負債

イ　支払手形

相手先別内訳

相手先 金額(百万円)

日本航空電子工業㈱ 509

甲神電機㈱ 281

三菱電機システムサービス㈱ 218

㈱新菱電機 65

横河電機㈱ 58

その他 1,382

合計 2,515

決済期日別内訳

期日 平成20年４月 ５月 ６月 ７月 ８月以降 合計

金額(百万円) 850 756 470 423 14 2,515

ロ　買掛金

相手先別内訳

相手先 金額(百万円)

三菱電機㈱ 15,228

コンチェルト・レシーバブルズ・コーポレーション 6,607

三菱電機ビルテクノサービス㈱ 2,755

㈱ルネサステクノロジ 2,079

三菱電機住環境システムズ㈱ 1,746

その他 11,197
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相手先 金額(百万円)

合計 39,615
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 10,000株券　5,000株券　1,000株券　1,000株未満株券

剰余金の配当の基準日
９月30日

 ３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え 　

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　　　　　　　　　　　　　　　　三菱ＵＦＪ信託銀

行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 １枚につき 300円

単元未満株式の買取り・買増し 　

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証

券代行部

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店

買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 日本経済新聞

株主に対する特典 該当事項はありません。

（注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、株主の有する株式数に応じ

　　て募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利並びに単元未満株式の売渡請求をする権利以外の　

　　権利を有しておりません。　
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1)
有価証券報告書

及びその添付書類

事業年度

（第157期）

自　平成18年４月１日

至　平成19年３月31日

平成19年６月28日

関東財務局長に提出。

(2)
有価証券報告書の

訂正報告書
（第153期） 

自　平成14年４月１日

至　平成15年３月31日

平成19年12月21日

関東財務局長に提出。

(3)
有価証券報告書の

訂正報告書
（第154期） 

自　平成15年４月１日

至　平成16年３月31日

平成19年12月21日

関東財務局長に提出。

(4)
半期報告書の

訂正報告書
（第155期中） 

自　平成16年４月１日

至　平成16年９月30日

平成19年12月21日

関東財務局長に提出。

(5)
有価証券報告書の

訂正報告書
（第155期） 

自　平成16年４月１日

至　平成17年３月31日

平成19年12月21日

関東財務局長に提出。

(6)
半期報告書の

訂正報告書
（第156期中） 

自　平成17年４月１日

至　平成17年９月30日

平成19年12月21日

関東財務局長に提出。

(7)
有価証券報告書の

訂正報告書
（第156期） 

自　平成17年４月１日

至　平成18年３月31日

平成19年12月21日

関東財務局長に提出。

(8)
半期報告書の

訂正報告書
（第157期中） 

自　平成18年４月１日

至　平成18年９月30日

平成19年12月21日

関東財務局長に提出。

(9)
有価証券報告書の

訂正報告書
（第157期） 

自　平成18年４月１日

至　平成19年３月31日

平成19年12月21日

関東財務局長に提出。

(10)  半期報告書 （第158期中）
自　平成19年４月１日

至　平成19年９月30日

平成19年12月26日

関東財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

   平成19年６月28日

株式会社カナデン    

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 高橋　勝　　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 丸地　肖幸　　㊞

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社カ

ナデンの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損

益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連

結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

カナデン及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

   平成20年６月27日

株式会社カナデン    

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 浅子　正明　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 丸地　肖幸　　㊞

　　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社カナデンの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

カナデン及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

   平成19年６月28日

株式会社カナデン    

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 高橋　勝　　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 丸地　肖幸　　㊞

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社カ

ナデンの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第157期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、

株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社カナ

デンの平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

   平成20年６月27日

株式会社カナデン    

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 浅子　正明　　㊞

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 丸地　肖幸　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社カナデンの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第158期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社カナ

デンの平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。
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